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第８回「聴覚障害者と高等教育」フォーラム プログラム 
 

 
開催日 ： 平成 17年 5月 14日(土) 10：00～15：00 
 
プログラム  
第１部「日本での支援の取り組みの現在」ポスター発表 
 
10：00～11：50   
発表① 「手話通訳による大学の講義保障－講義通訳の質向上に向けた取り組み－」 

群馬大学 金澤貴之 
発表② 「音声同時字幕システムによる講義保障における中間支援者の役割」 

群馬大学・東京大学・（株）ビー・ユー・ジー  菊池真里・金澤貴之 
発表③ 「日本福祉大学社会福祉学部における障害学生支援とＦＤ活動」日本福祉大学 篠田道子 
発表④ 「入学時のサポートプログラム」       同志社大学学生支援センター 土橋恵美子 
発表⑤ 「全学的な障害学生支援体制について」             広島大学 田中芳則 
発表⑥ 「SCS研修」                                        福岡教育大学 太田富雄 
発表⑦ 「愛媛大学の取り組み～現状と課題～」            愛媛大学 高橋信雄・原田美藤 
発表⑧ 「地域の派遣システムを活用した講義保障の運営」     愛知教育大学 岩田 吉生 
発表⑨ 「遠隔地聴覚障害学生支援システム」      

その1 遠隔地リアルタイム字幕挿入システム   筑波技術短期大学 三好茂樹 
その2 遠隔地情報保障システム         筑波技術短期大学 河野純大 

発表⑩ 「障害者支援にかかわる教職員を支援するための研究」  
メディア教育開発センター  広瀬洋子・大倉孝昭 

発表⑪ 「支援者・教職員を対象とした障害理解プログラム」  
宮城県・仙台市聴覚障害学生情報保障支援センター 松崎 丈 

発表⑫ 「外部からの高等教育支援コンサルティングの取り組み」 
関東聴覚障害学生サポートセンター 中島亜紀子 

発表⑬ 「日本における聴覚障害学生高等教育支援の実態」    PEPNet－Japan 白澤麻弓 
 
＊全ての発表は、開催時間中、ポスター発表形式で同時に行われます。 
尚、発表題目は当日変更する可能性がありますのでご了承ください。 

 
第 2部 PEPNet-Japan 第 2回聴覚障害学生高等教育支援アメリカ視察報告会 
－ロチェスター工科大学（RIT）、国立聾工科大学（NTID）、ニューヨーク市 3大学における 

聴覚障害学生支援の視察報告－ 
 
13：00 視察団代表挨拶              筑波技術短期大学  根本 匡文 
13：10 第２回アメリカ視察の概略 

宮城県・仙台市聴覚障害学生情報保障支援センター  松崎  丈 
13：25 報告①初めて支援組織を作る大学のために 静岡福祉大学    平井 利明 
13：45 報告②教員・職員に求める支援の在り方  日本福祉大学    藤井 克美 
14：05 報告③聴覚障害学生の主体的な参加をめざした取り組み 

    群馬大学      菊池 真里 
14：25 将来への展望              筑波技術短期大学  白澤 麻弓 
14：45 質疑応答 
15：00 閉会 
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発表① 「手話通訳による大学の講義保障  
－講義通訳の質向上に向けた取り組み－」 

群馬大学 金澤 貴之 
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手話通訳による大学の情報保障 
̶講義通訳の質向上に向けた取り組み̶ 

        群馬大学教育学部 
金澤 貴之 

 
１．群馬大学における手話通訳体制 
 大学での情報保障は，地域の手話通訳等の支援

事業に比べて未整備な分，考えるべき要素が多い。

聴覚障害学生の情報保障として，何を，どのよう

にして，どの程度行うのか，ということの全てに

わたって，各大学で考え方がまちまちである。し

かしそれは逆に言えば，新しく取り組む際に，十

分に練ったガイドラインを築いていくことで，独

自に整備していくことが可能であるともいえる。 
 群馬大学教育学部では，平成 15年に１名の聴覚
障害学生が入学したことをきっかけに，情報保障

体制の整備を進めてきた。翌 16年には２名の聴覚
障害学生が大学院に入学したことで，手話通訳に

よる情報保障の体制に着手した。 
 平成 16年度は，手話通訳を主業務とする職員１
名分（週 30時間）を採用した（２名による交代勤
務）。その一方で，講義の手話通訳は２名で行うた

め，講義の時間にあわせて外部の手話通訳者にも

来て頂いた。そして講義終了後には手話通訳者と

聴覚障害学生による反省会を実施してきた。今年

度に入り，職員２名分（週 60時間）を採用（３名
による交代勤務）したことで，手話通訳に関して

は，外部にほとんど依頼することなく，学内スタ

ッフによる情報保障体制を実現している。 
 情報保障の対象は，原則として，大学として公

的に行う活動で，本人が情報保障を望むもの全て

を指す。具体的には，講義だけでなく，入学式，

大学主催のオリエンテーション，就職ガイダンス，

そして必要であれば，教員・事務員への相談など

である。誰でも等しく利用できるはずの大学のサ

ービスは，正規の学生である障害者も等しく受け

られる権利もっており，大学にはその権利を保障

する義務がある。このことは発達障害者支援法第

８条２においても，「大学及び高等専門学校は、発

達障害者の障害の状態に応じ、適切な教育上の配

慮をするものとする」と明記されている。したが

って，少なくともこれらの活動に関しては，最低

限，情報保障が「ある」という原則を崩さないよ

うにしている。そしてこれらは大学が公的に行う

性質のものであるため，無償ボランティアという

形は採っていない。 

 一方，サークル活動や自主的な勉強会などは大

学による公的な情報保障の対象に含めていない。

これらは一見，公的な情報保障がなくて当然のよ

うにも思われるが，これらの活動も，障害のない

学生は情報保障の心配をすることなく当たり前の

ように参加できる活動であることは忘れてはなら

ないだろう。ただ，現状としては，周囲に手話が

できる学生などが増えたため，学生同士による「歩

み寄り」もそれなりに機能している。 
 こうした取り組みを前提としつつ，さらにその

質を高めていくための方法を日々模索している。

本稿では特に手話通訳による情報保障の質的向上

に向けた取り組みについて報告する。 
２．なぜ，「常駐」手話通訳なのか 
 本学における手話通訳体制の特徴は，手話通訳

者を職員として雇用した点にある。このことには，

大きく４つの理由がある。 
 １点目は，地域の「手話通訳派遣」の現状から

見た，大学への手話通訳派遣の難しさである。地

域の手話通訳者は決して充足しているわけではな

い。一方，大学で学ぶ聴覚障害学生の情報保障を

行おうとすると，高度な専門用語や学術的な独特

のレトリック，さらに話の論理構造を正確に訳出

しなければならない。その上，毎週の講義のコマ

数を考えると，拘束時間も長い。つまり，地域の

手話通訳派遣に依存して大学の情報保障を行おう

とすることは，地域の指折りの優秀な手話通訳者

を長時間大学で拘束することになる。そのため，

一見，地域にある制度を適切に活用しているつも

りが，実は決して十分ではない地域の資源に大き

な負担をかけてしまいかねない。 
 ２点目は，学生を支援者として活用することの

難しさである。もし手話通訳の技術を持った学生

がいれば，学術的な議論の通訳に関しては，耳慣

れている分，地域の通訳者よりも適している可能

性もありうる。しかし現実的には，そのようなス

キルを持った学生がほとんどおらず，少なくとも

現時点ではこの選択も難しい。 
 さて，上記の２点については，比較的消極的な

理由である。しかしそれだけではなく，積極的な

理由もある。それが３点目と４点目の理由である。 

6

Shirasawa
長方形



 

3 

 ３点目は，手話通訳者が支援室に「常駐」する

ことで，いつでも必要な時に手話通訳が行える体

制を作ることができるということである。１で述

べたように，情報保障の必要性は，講義のみに限

定されるものではない。しかし，必要とされる時

間にあわせて手話通訳者を依頼する方法では，突

発的に手話通訳が必要になった場合の対応ができ

ない。それが，職員として手話通訳者を固定する

ことで可能になる。 
 ４点目として，より質の高い講義保障を目指し

た取り組みが行いやすいということがあげられる。

具体的には，１）教員や学生との連絡が密にとれ，

要望が伝えやすい，２）直前の資料追加などへの

対応も含め，事前準備がしやすい，３）講義終了

後の反省会に十分な時間がとれる，４）教員も交

えた研修会が行える，といったことがあげられる

（その成果の一部は，金澤・松田・伊藤・茂木・

下島・菊池（2005）を参照されたい）。 
 以上の理由から，平成 16年度はパート職員によ
る常駐手話通訳者１名体制を実施し，今年度から

は２名体制に移行した。以下に，講義通訳の質的

向上を目指した取り組みとして，特に反省会に焦

点をあてて報告することとする。 
３．講義通訳終了後の反省会について 
 反省会は，毎回の講義通訳終了後，障害学生支

援室で行われる。聴覚障害学生も同席し，会の様

子はビデオカメラで収録され，文字おこしをし，

反省会記録として残されている。 
１）反省会の概要 
①聴覚障害学生からの指摘，コメント 
a）手話単語について，誤って表現されていると思
われるもの，単語がわからず表現できなかったも

の指摘（例：「プロテスタント」「牧師」「チェコ

スロバキア」「実践」「述語」「能動態」） 
b）手話表現の仕方の提案（以下は例） 
・「情報が溢れる」は，自分に向かって波が押し寄

せてくるように表現する。 
・手話単語がわからない時，そのことにこだわり

すぎて遅れてしまうよりも，とにかく表出を。 
・単語，単語で切るのではなく，文節で区切る。 
②手話通訳者からの反省や聴覚障害学生への質問 
a）手話単語についての質問（例：「オックスフォ
ード」「パブリックスクール」） 

b）手話表現についての疑問（以下は例） 
・「いきなり読むのは（難しい）」 
 /突然/読む/ → /知識/ない/読む/ 

c）通訳が難しい状況についての相談 
・板書を指さすだけで質問する先生への対応（「こ

れとこれだったらどうなる？」→あまりに理解で

きない時は先生に聞き返す，もしくは改めて先生

に要望をする） 
・聴覚障害学生が資料を見ている時は待つべきか 
→（私の場合は）待たずに話し手のペースにあわ

せてもらって構わない。 
③手話通訳者同士で指摘，コメント 
 フォロー役の通訳者は，音声と手話との比較が

できて全体を見渡せる。その立場から，手話表現

や読み取りの適切性や，他の学生と聴覚障害学生

との反応の違いを元にした指摘などがなされる。 
④次回の講義で注意する点，連絡事項の確認 
⑤終了後，ビデオをもとに，反省会記録を作成 
２）反省会を通しての成果 
 支援室職員から以下の点があげられている。 
・手話通訳者の技術向上につながる。 
・手話通訳者と聴覚障害学生の双方の要望を伝え

あうことができる。 
・曖昧だった点，情報が漏れた点が補足できる。 
・専門用語について，音声日本語と手話のラベル

との違いを考慮しつつ，手話を決め，固定化する

ことができる。 
・教員の話し方や展開の仕方，講義全体の進め方

に応じた対応が検討できる。 
・手話通訳者間の意思疎通が図れ，フォローの仕

方を工夫できる。 
４．さいごに 
 本学教育学部障害学生支援室での手話通訳の質

的向上を図る取り組みの１つ１つは，地域や他大

学でも行われてきたことであり，取り立てて珍し

いことではない。とはいえ，やはり職員による常

駐手話通訳という体制を組んだことで，恒常的に

取り組めるという点は大きなメリットであり，着

実により良い情報保障の実現に向かっているとい

う手応えを感じつつある。まだまだ立ち上げたば

かりの取り組みであり，ぜひ皆様から忌憚のない

ご意見を頂ければ幸いです。 
文献 

金澤貴之・松田直・伊藤本子・茂木京子・下島恭

子・菊池真里（2005）「聴覚障害を有する学生が

参加した授業における FD 研究―『手話通訳』が

介在することによって生じる諸問題の検討―」群

馬大学教育学部紀要 人文・社会科学編、第 54

巻、131～139 頁 
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発表② 「音声同時字幕システムによる講義保障における中間支援者の役割」 
群馬大学・東京大学・（株）ビー・ユー・ジー 
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音声同時字幕システムによる講義保障における中間支援者の役割 
○菊池 真里 1)・金澤 貴之 2)・中野 聡子 3)・黒木 速人 4)・井野 秀一 4)・堀 耕太郎 5) ・伊福部 達 4) ・福島 智 4)  

群馬大学大学院 1）、群馬大学 2）、東京福祉大学 3）、東京大学 4)、（株）ビー・ユー・ジー5) 

 

1. 音声同時字幕システムの概要 
音声同時字幕システムとは、東京大学先端科学

技術研究センター伊福部研究室と（株）ビー・ユ

ー・ジー（以降 BUG）が共同で開発した、音声
認識を用いて音声を文字化するシステムのこと

である。講演などの会場での話者の音声を、遠隔

地にある BUG に送信し、話者音声の復唱がなさ
れ文字化される。その文字化された字幕は誤認識

を含んでいるので BUG 内で誤認識を含んだ字幕
の修正を同時に行った後、会場に送信され、字幕

として呈示される。このシステムを群馬大学での

講義に適用させることを 2004年度の 4月から行
ってきた。その適用にあたり、従来 BUG 側で行
っていた字幕の修正作業を、教室内にいる中間支

援者が行うように変更した。概略を下に示す。 

 
表１：音声同時字幕システムを 
群馬大学内での講義に適用した例 

 
2. 中間支援者の役割 
誤認識を含んだ字幕の修正作業は、恒常的に情

報保障に携わっている者や、授業の内容や大学内

の事情などに明るい学生が担当した。その結果、

学内で使われている固有名詞などに対して正確

な修正を行うことができた。 
また修正作業以外で、中間支援者が担う役割と

しては、(1) BUG とのチャットを用いての通信、
(2)システムにトラブルが生じた時の代替手段と
しての連携入力による要約筆記がある。(1)(2)の

それぞれについて、群馬大学での適用で運用状況

について述べる。 
(1) 本来は利用する機材接続に関するネットワ
ーク等の知識を持っており、トラブルシュー

ティングを行える者が担当できればよかっ

たのだが、群馬大学での適用では、トラブル

シューティングを行うのに十分な専門的な

知識は持っていなかったため、トラブルに対

しては BUG 側の担当者からチャットで指示
を仰ぎながら解決にあたった。（一例として、

2004年 12月 6日のチャットの記録を下に示
す。「sapporo_corabo」は BUG 側であり、

「jimaku-gunma」は群馬大学側である） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 連携によるパソコン要約筆記が可能な者が
中間支援者となることで、ネットワークに不

具合が生じてシステム運用ができなくなっ

たときに、情報保障としての要約筆記を行う

ことができた。 
 
3. 誤認識を含んだ字幕の修正作業 
中間支援者の主な役割は、誤認識字幕の修正作

業である。中間支援者が行う修正作業の効率を上

(11:27:51 ) jimaku-gunma says: 
そちらの復唱の様子は変わりないですか？ 
(11:23:31) sapporo_corabo says: 
音声がときどきぶちぶち雑音が入ります。 
(11:24:21) sapporo_corabo says: 
音声のノイズは、マイクの雑音に聞こえます。 
(11:24:43) sapporo_corabo says: 
音声が 2秒くらい切れました。 
(11:30:19 ) jimaku-gunma says: 
2 秒くらい切れたので復唱ができずに、その間字
幕がとまったということでしょうか？ 
(11:25:40) sapporo_corabo says: 
少し前は、そうです。そのもっと前は違うとおも
います。 
(11:31:29 ) jimaku-gunma says: 
修正クライアントのアプリ上の問題ということで
しょうか。 
(11:27:35) sapporo_corabo says: 
ネットワークの問題かもしれません。今日は、こ
ちらでは、映像と文字データーは同じネットワー
クを使っています。はいつ変更されたのでしょう
か？ 
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げることができるよう、修正作業の環境の整備を

工夫した。 
(1) 修正の作業環境（ハード面）での整備 
① 修正用ソフトウェアの使用 
 要約筆記用のソフトウェアである IPTalk を修
正作業に用いたとき、修正前の字幕が一度呈示さ

れた上に修正後の字幕が一気に上書きされる形

で呈示される。そのために一度眼を字幕から離す

と今どこまで読んだのかわからなくなるなどの

声が聴覚障害学生から出された。そこで BUG が
開発した修正用ソフトウェア（修正クライアン

ト）を用いることで、修正後の字幕だけを、文章

単位ではなく修正を終えたものから順次、呈示す

ることができた。 
② 音声遅延装置（VideoBox）の使用 
教室内の音声が字幕化され、中間支援者のもと

に届くまで約 4秒かかる。そこで遅延を 4秒に設
定した遅延音声を聞いて修正作業を行った。遅延

音声を聞いて修正を行った中間支援者からは、修

正作業に遅延音声は不可欠だと感想が出された。

しかし丁寧に字幕を修正しようとすればするほ

ど、修正時間を要するためにタイムラグが大きく

なる。最適な遅延時間について今後の検討が必要

である。 
 

4. 誤認識の修正以外の修正作業 
① 鉤括弧の挿入 
話者が、他者になりきってトーンを変えて言う

言葉（台詞）の終わりには「～と」「～といった」

「～という」などの言葉が後に続くために、台詞

の終わりを把握しやすいが、台詞の冒頭は分かり

づらい。そこで台詞は鉤括弧で挟むことにした。

例を下に記す。 
未修正：でもオレもたないからして 
修正後：でも、「オレもたないからして」 
鉤括弧の挿入がないと台詞の冒頭が、「でも」

からか「オレ」からなのかどこかを把握できない。 
 
② 改行の挿入 
改行の挿入を行うことで、修正に時間がかかる

ため、挿入を行わない場合に比べて、タイムラグ

はますます大きくなるが、読みやすさが格段に向

上した。 
（例を下に記す。上が改行の挿入なしの字幕、

下が挿入ありの字幕） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5. 今後の課題 
群馬大学では、支援対象の聴覚障害学生の意見

も取り入れながらいくつかのパターンで字幕の

呈示を試みてきた。その結果、聴覚障害学生は、

タイムラグが大きくても読みやすい字幕を望ん

でいることがわかった。完全な修正を目指すので

はなく、字幕の文章の意味が理解できる程度に修

正を行うとき、タイムラグが犠牲になってしまう

のは仕方がない、ということである。修正者が一

人という条件下のとき、修正を十分に行った読み

やすい字幕とタイムラグを小さくした字幕を両

立させることは難しい。このふたつのバランスを

どうとっていくかについてはさらに検討しなけ

ればならない。  

ただし、これはそんなにバラ色の話かというとそ
うではなくて、小泉首相がよく話しています。い
ろんな形で合理化を進めていますね。民営化を進
めていますね。なるべく運転民間でできるもの民
会と話していますね。それと同じ発想で、地方自
治体でできるものは地方自治体であるいは、国立
大学もそうですが、法人化できるもの法人化へ。
そのように国の負担をできるだけ減らしていく。
言い方を変えると地方自治体の負担を増やしてい
くということです。でも財源は限られていますか
ら増えませんね。そのときに、十分な予算がない
中で進められていく安価な障害者福祉になるとい
うことも言えるかもしれません。。そこが、少し怖
いところだと思います。前感想で書いてくれた人
がいましたが、グループホームなんか作ったらい
い参りももっとお金がかかりそうだというふうに

ただし、これはそんなにバラ色の話かというとそ
うではなくて、小泉首相がよく話しています。い
ろんな形で合理化を進めていますね。 
民営化を進めていますね。 
なるべく民間でできるものは民間で、と話してい
ますね。 
それと同じ発想で、地方自治体でできるものは地
方自治体で。あるいは、国立大学もそうですが、
法人化できるもの法人化へ。 
そのように国の負担をできるだけ減らしていく。
言い方を変えると地方自治体の負担を増やしてい
くということです。 
でも財源は限られていますから増えませんね。 
そのときに、十分な予算がない中で進められてい
く、安価な障害者福祉になる、ということも言え
るかもしれません。
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発表③ 「日本福祉大学社会福祉学部における障害学生支援とＦＤ活動」
日本福祉大学 篠田道子

日本福祉大学社会福祉学部にお
ける障害学生支援とFD活動

日本福祉大学社会福祉学部

大泉溥、藤井克美、篠田道子

日本福祉大学における
障害学生支援の概要

１）障害学生支援センターによる取り組み
・障害学生の学生生活支援、相談
・障害学生支援センター教員の採用
・受講支援学生の募集、養成、コーディネート
・バリアフリー化に向けた施設整備の点検と改善
・地域や関係機関との連携・諸機関との情報交換
など

２）特徴ある教育支援プログラム（GP）による取り組み

・学生とともにすすめる障害学生支援
・障害学生とともに全学生が成長しあう教育システム
・教育のユニバーサルデザイン化

日本福祉大学の取り組みの特色
障害学生支援を通じて健常学生と障害学生が 進学相談・受験相談から学習・生活条件整備、

ともに成長しあうこと キャリア形成支援に至るまでの支援

全ての学生に学習権を保障し、学習つくらないこと

社会への還元 授業改善

地域との連携 教職員 個々の学習支援

企業との連携 障害学生 健常学生 学生のキャリア形成

学習支援機器の研究・開発 学生の心のバリアフリー化

学生とともにすすめる障害学生支援

地域のバリアフリー化 教育のユニバーサルデザイン化

実践的モデル

日本福祉大学における
障害学生数の推移（１）

（ ）は要支援学生数

６（０）４７（２１）４７（３４）１４（８）１１４（６３）２００４年

１５（１）４３（１６）４８（３３）１１（４）１１７（５４）２００３年

１８（０）４８（８）４３（３１）１２（６）１２１（４５）２００２年

１７（０）４２（６）３２（１９）９（４）１００（２９）２００１年

１６（０）４６（１０）２４（１１）７（２）９３（２３）２０００年

内部障害肢体障害聴覚障害視覚障害障害学生総数

日本福祉大学における
障害学生数の推移（２）
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日本福祉大学における
障害学生数の推移（３） 【要支援】
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発表③ 「日本福祉大学社会福祉学部における障害学生支援とＦＤ活動」
日本福祉大学 篠田道子

障害学生への学習支援
（障害学生共通）

①授業保障（講義・ゼミ・スポーツ・語学）

②講義用教材の工夫

③受講アシスタント（TA）の配置

④受講支援ボランティア学生の確保・調整

⑤定期試験における配慮（時間延長・

点字受験・パソコンによる回答等）

障害学生への学習支援
（視覚障害学生）

①レジュメや資料の点字化

②弱視学生には拡大文字の資料を作成

③音読サポート

④講義の録音

⑤盲人用パソコンや立体コピー機の設置

障害学生への学習支援
（聴覚障害学生）

①字幕付ビデオの作成

②OHCシステムの整備

③ノートテイカーの配置支援

④手話ができる学生の育成

⑤英語の授業（特別クラスの設置）

障害学生への学習支援
（肢体不自由学生）

①ノートテイカーの配置支援

②レポート等の提出期限延長や

提出方法の相談

③障害者スポーツクラスの設置

FD活動について

Faculty Development活動とは、大学の教育内

容・方法の改善を図るための組織的な活動

①授業内容や方法の改善

②教員相互間の授業参観

③シラバスやカリキュラムの検討

④新任教員のための研修会

⑤ワークショップやシンポジウムの開催や参加

日本福祉大学社会福祉学部における
FD活動の概要

①学生による授業評価のアンケート

WEB利用のペーパーレス方式

②新入生アンケート

③FDフォーラム（年１回）

授業改善をテーマに学生と教員が共同で企画

④FD教員研修会（年２回）

⑤「私の授業実践」の冊子化

個々の教員の障害学生への授業の工夫を紹介
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発表③ 「日本福祉大学社会福祉学部における障害学生支援とＦＤ活動」
日本福祉大学 篠田道子

FD教員研修会での取り組み

１）教員による障害学生支援の工夫例を発表し、

共有化する

①古典的な教育技法の工夫

（話し方、板書のし方など）

②ビデオやレジュメなどの教材の工夫

③機器の活用方法の工夫

④障害学生支援の課題の整理

２）外部講師を招いての講義・シンポジウム

「私の授業実践」での取り組み

①ニューズレターに随時掲載して情報提供

②「障害学生への授業の工夫」をテーマとして

原稿依頼⇒冊子化して全教員に配布

障害学生支援は地道な
努力の積み重ね

FD活動では、各教員が日々の実践の中で

試行錯誤を繰り返していること、工夫を重ね

努力していることが明確になった。

障害学生支援には万能薬的な方法があるわけで
はなく、地道な努力の積み重ねであることを実感。

障害学生支援における本学の課題

①異なる障害を持つ学生が複数名受講して

いることへの配慮の困難さ

②グループワーク、ロールプレイ、

プレゼンテーションへの対応

③現場学習の工夫や関係機関との調整

④国家試験対策講座への対応

⑤就職やキャリア開発への対応

⑥ゼミナール活動や課外実習への対応

おわりに――教育のユニバーサルデザイン化――

本学の取り組みは、多額の経費投入による施設設備
の大幅な改善や、専門スタッフの採用を前提とした 事
業ではなく、現行の条件のもとで障害学生を受け入れ、
ともに問題の解決に向けて努力してきたもので、関係
者の創意工夫により、すぐにでも実現可能な「実践的モ
デル」を提供してきたところにその特徴があります。

こうした取り組みは、障害学生の利益だけではなく、す
べての学生のための「教育のユニバーサルデザイン
化」に結びつくものであると考えています。
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発表④ 「入学時のサポートプログラム」 
                  同志社大学学生支援センター  土橋恵美子 
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入学時のサポートプログラム 

 
同志社大学 学生支援センター 学生支援課 

 
 
同志社大学では、学長の諮問機関である全学組織のノーマライゼーション委員会のもと、

2000年 5月に「障がい学生支援制度」をスタートさせ、障がい学生の相談窓口を現在の
学生支援センターに一本化し、手話通訳者と点訳者を常勤のコーディネーターとして配置

して、正課授業の体系的保障および施設面・生活面での有機的支援を行っている。 
 
入学時のサポートについて 
【学生に対して】 

本学合格者に配布する第一次手続郵送物の中に『障がい学生支援制度―案内パンフ

レット』を封入し、同志社大学では身体に障害のある学生が学べる環境整備をしてい

ることを周知の上、募集、養成、派遣を行う。 
 
○利用学生（障がい学生＝challenged） 
入学前 

4月からの大学生活を順調にスタートさせるため、第一次手続郵送物に同封する
『障がい学生支援制度―案内パンフレット』の中で利用学生には、「3月中に在学
学部事務室、教務主任、学生支援課と相談すること」を勧める。 

    ↓ 
制度の利用を希望する入学予定学生に対して、早急に本人と大学（在学予定学部

事務室と学生支援課）が入学式及び入学後についてどのような配慮を求めるか、

大学でどのような対応が可能か等相談する。 
↓ 
希望する配慮内容により、教務主任を含め適宜相談する。 

入学後 
具体的な講義保障や生活補助について相談し、講義開始と同時に支援スタッフを

派遣する。 
↓ 

    講義保障や生活補助が的確に行われているか、スタッフの質や理解はあるか随時

相談する。 
  【ポイント】制度利用が必要な障がい学生を把握するために 

制度利用学生は障がい学生全体の約 10％となっている。その理由として、制度
を利用する必要がない。②制度を利用したくない。③制度のことを知らない。の 3
点が考えられるが、③については制度を周知徹底できていない大学に起因する。

そこで、入試課との連携を図っているが、聴覚障がい学生の場合、一般入試では
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発表④ 「入学時のサポートプログラム」 
                  同志社大学学生支援センター  土橋恵美子 
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確認が不可能であることから、『障がい学生支援制度―案内パンフレット』を

2003年度より作成・配布し、大学ホームページにも同様の情報を載せてきた。少
なくとも、2003年度以降に入学した障がい学生は確実に案内パンフを手にしてい
る。 

 
 ○支援スタッフ 
  入学前 

どのような制度なのか、また、どのような流れで登録、派遣されるのかを記載し

た『障がい学生支援制度―案内パンフレット』を合格者全員へ郵送する。 
  入学後 
    入学式当日より、学生支援課の窓口で担当者が随時制度説明と登録受付を行う。     
    ↓ 

4月中は臨時講習会を設け、スタッフ養成を行い登録、派遣を行う。5月より毎
月講座・講習会を開講しレベルアップをはかる。 

    支援活動に対して、正課授業の保障については 870円／時間～1305円／時間と
交通費を支払い、責任感をもって対応してもらう。 

  【ポイント】支援スタッフを集めるために 
   謝礼の見直し 
    それまで 500円／時間と低額に押さえてきた学生スタッフへの謝礼を、2005年

度から学内アルバイトと同額の 870円／時間とした。結果として、これまで少な
かった学部学生が増え、全体的な母数が膨らんだ。 

    ＊但し、通訳という重大な責任を伴うことに変わりないため、講座受講を条件と

し、講義保障をしっかり理解した上で派遣する。 
   あらゆる機会を捉えての情宣 

オリエンテーション期間（4月 2日～4月 7日）での説明はもとより、当センタ
ーの S-cube Net（広報誌）、S-cubeビジョン（ビジュアル媒体）、ふらっと（映
画上映会など）やOne purpose（学生向け大学広報誌）などの媒体・機会を通じ
て情宣をしている。また、利用学生を含めて S-cube 企画（筍掘り等）に参加し、
制度の輪を超えてコミュニティを作っている。 

 
◆ 教職員に対して 

全ての教職員に対して、『障がい学生支援制度―教職員のための手引き』を前年度

中に配布。裏面には、学部事務室用マニュアルとして、障がい学生支援制度で現在可

能となっている支援内容、不可能となっている支援内容一覧を載せ、学部事務室等に

相談にくる障がい学生へ対応できるようにしている。 
利用学生が受講（予定）する全ての初回授業またはそれ以前に、利用学生が在籍す

る学部事務室担当者が「利用学生および支援スタッフに対する配慮と理解」を求める。 
以後、利用学生およびスタッフの声を聞き、配慮が必要と思われるときは、随時、

本人を含め学部事務室と学生支援課も加わり相談を行う。 
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 全学的な障害学生支援体制について 

広島大学 障害学生就学支援部会 
I. はじめに 
 広島大学では，すべての学生に質の高い同一の教育を保障し，物理・情報・制度・心理

的にバリアフリーの誰もが学びやすい就学環境を整備することに，全学で取り組んでいま

す。現在、20 名の障害のある学生(以下、障害学生と略)が在籍しています。 

 

II. 支援の実施体制について（図１参照） 
[1] 責任の明確化： 
 障害学生が所属する学部、研究科また

は専攻科が障害学生の就学支援につい

て主たる責任を持ち、学生が履修する授

業の開講部局と相互に連携・協力して就

学支援を行います。 

[2] 障害学生就学支援部会による意思決
定： 

全学的な調整が必要な事柄について

は、教育担当副学長のもとに設置された

障害学生就学支援部会が，支援に関する

基本方針、規則、予算等を審議、決定し、関係部局間の調整にあたっています。各部

局から選出された教員は、「部会スタッフ」と呼ばれ、支援の要として部局間、障害学

生・教職員間の交渉・連絡・調整を行い、授業担当教員に障害学生のニーズや留意事

項を伝達します。 
[3] 就学支援検討グループによる企画立案： 

部会のもとに就学支援検討グループを設置し、就学上のさまざまな問題を随時扱い、

速やかな解決を図っています。就学支援検討グループは、各学部・研究科から選出さ

れた部会スタッフおよびボランティア活動室スタッフで構成し、就学支援の具体やボ

ランティア活動室の運営等の方針の企画立案にあたっています。 
[4] ボランティア活動室での実践： 
 「ボランティア活動室」は，多目的な日常の支援の拠点です。各種情報支援機器やコ

ンピュータが置かれ、支援を行う学生の育成、障害学生の自習や支援活動に利用されて

います。また、障害学生、支援学生、教職員の相談・交流の場としても活用されていま

す。ホームページを開設し、支援関連情報の全学共有化を図っています。ボランティア

活動室には情報支援機器を利用した支援方法の開発と体系化および、実習指導を行う障

害学生支援担当教員と、支援学生・障害学生･教員の連絡・調整と相談を行う情報支援

コーディネータ各１名が勤務しています。 
[5] 障害学生を含めた学生スタッフの活躍： 
 学生スタッフとして、障害学生の所属部局からは各１名ずつ学生コーディネータ(有
償)を選任しています。学生コーディネータは部会スタッフを補佐し、ボランティア活

図１ 就学支援体制 
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動室と連携・協力しています。後述する実習のティーチングアシスタントと並んで、学

生スタッフの存在は、きめ細かな運用のためだけではなく、支援について学生側からの

評価・意見が随時反映でき、極めて重要な意義を持ちます。 
 
III. 支援の実施内容について 
[1] 基本方針:評価基準と情報保障 
 広島大学の障害学生修学支援の基本方針は、障害学生が他の学生と同一の内容の授業

を受け、同一基準で評価されるということです。しかし、授業には、数えられないほど

の文字・音声･視覚・触覚情報が含まれているので、障害の内容と程度に則して、情報

の伝達方法を工夫する必要があります。このことを授業における「情報保障」と呼んで

います。本学では、入学前から卒業までの一貫した授業支援の流れを整備し、半期毎に

授業開始前から、期末試験終了後までの各段階で、学生教職員一体型の授業支援を実施

しています（図２参照）。 

[2] 支援内容の決定：合格後相談 

個々の障害学生が受ける支援は、本人の申し立てにより、学生と大学双方のするべ

きことを、十分相談した上で、実施しています。具体的な支援内容は、障害学生の合

格が決まり次第、所属部局で開催される合格後相談で決定します。合格後相談の参加

者は、所属部局の部会スタッフ，チューター，

教務関係教員，ボランティア活動室教員，障

害に関する専門教員，事務系職員などです。

1年次は、教養教育科目を多く履修するので、
教養教育科目の主たる開設部局である総合

科学部の部会スタッフも参加します。 
 

 
[3] 支援者の育成と派遣： 

 本学の取り組みの特徴の一つとして、教養教育科目による支援者の育成があります。

「障害者支援ボランティア概論」（平成 16 年度 217 名受講）では、障害の理解と支援
方法等について専門教員が講義（オムニバス形式）を行っています。「障害学生支援ボ

ランティア実習Ａ・Ｂ」（平成 16年度 88名受講）は支援技術の習得と実践を目的とし、
コース選択制で、ノートテイク、パソコン要約筆記、パソコン自動点訳、ビデオ字幕付

け等があります。ノートテイカーは障害学生の受講授業にも派遣されています。学生は、

空きコマを利用して、実習を受講し、単位取得に加えて、技術・情報の修得、支援上の

相談、障害学生との交流を得ることができます。 
 

IV. 問い合わせ： 

 広島大学障害学生支援のためのボランティア活動室（総合科学部事務棟２Ｆ） 
電話＆FAX ：０８２－４２４－６３２４ 

     電子メール ：friends@hiroshima-u.ac.jp 
    ホームページ：http://home.hiroshima-u.ac.jp/friends/ 
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 ＳＣＳ研修 

                                                           福岡教育大学：太田富雄 
                                                            e-mail tomiohta@fukuoka-edu.ac.jp 
 

 NIME(メディア教育開発センター)が中心となり、平成 13年度(14年 2月)から通算で 11回実施。 
  SCS（スペースコラボレーションシステム）を利用して、問題関心を共有する各地の大学を繋ぎ、
障害を持つ学生が直面している問題やその解決策などを議論している。 

 

これまでの話題 

平成 14年 2月 12日  参加 9機関 
 広瀬洋子(NIME)：米国の高等教育機関における障害者支援システム   
 三ツ木任一(放送大学)： 障害を持つ人にとっての高等教育   
 藤芳 衛(大学入試センタ－)： ＯＳＤの機能とコーディネートの重要性   
 都築繁幸(愛知教育大学)： 愛知教育大学での取り組みと学生の声   
 殿岡 翼(全国障害学生支援センター代表)： 一人ひとりのニ－ズから出発する支援  
 

平成 14年 7月 1日  参加 6機関 
 花熊 暁(愛媛大学)： 愛媛大学の取組   
 立入 哉(愛媛大学）： 音声認識ノートテーク   
 Brenda Matthis（Lesley大学）： 高等教育における学習障害者への支援と技術サポート 
 岩田吉生(愛知教育大学）： 愛知教育大学におけるコーディネーターの役割とボランティア 
   養成について  
 

平成 14年 11月 1日   参加 8機関 
 Sharaine Rawlinson(CSUN)： ミネソタ州での聾、難聴学生へのサポート   
 Gary Sanderson(CSUN)： カリフォルニア州立大学ノースリッジ校での聾、難聴学生へのサポート   
平成 14年 12月 16日  参加 5機関 
 広瀬洋子(NIME)： 米国の高等教育における障害者支援システムの歴史的背景と現在： 
   ＡＨＥＡＤの活動/オレゴン州の事例から   
 三浦嘉久(鹿屋体育大学)： 障害学生への学習支援システム 
   ―アメリカ・カリフォルニア州のコミュニティ・カレッジの場合―   
 太田富雄(福岡教育大学)： アリゾナ大学の障害者支援   
 太田富雄(福岡教育大学)： ノートテイカーへの謝金について 
   （'02 大学における講義保障フォーラムでの発表より）  
  

平成 15年 2月 13日  参加 9機関 
 広瀬洋子(NIME)： ともに学び、ともに生きる社会を目指して 
   －米国の高等教育における障害をもつ学生への支援の歴史的展開と現在－   
 白澤真弓(筑波大学)： 聴覚障害学生サポートとガイドブック作成の試み   
 太田富雄(福岡教育大学)： 福岡教育大学の入試における障害者への配慮   
 花熊 暁(愛媛大学)： 愛媛大学の取組   
 立入 哉(愛媛大学)： 音声認識ノートテーク  
 

平成 15年 6月 26日   参加 20機関 
 広瀬洋子(NIME)：(1)ビデオ教材「高等教育のバリアフリーを目指して」の解説 
     (2)高等教育機関における障害をもつ学生に対するメディア  
      (3)ＩＴ活用実態調査   
 太田富雄(福岡教育大学)： 福岡教育大学における障害者理解のための啓発授業   
 花熊 暁(愛媛大学)： 支援ボランティアの養成について   
 立入 哉(愛媛大学)： 音声認識を利用した聴覚障害学生学習保障システム  
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平成 15年 11月 27日  参加 15機関 
 広瀬洋子(NIME)：(1)ビデオ教材「高等教育のバリアフリーを目指して」の解説 
      (2)高等教育機関における障害をもつ学生に対するメディア 
      (3)ＩＴ活用実態調査 
 長瀬 修(東京大学)： 国際的な障害者の権利保障と教育 プレゼンテーション  
 福島 智(東京大学)： 東京大学とバリアフリー  
 

平成 16年 2月 12日  参加 26機関 
  香田泰子(筑波技術短期大学)： 視覚障害者のスポーツとそのための配慮や支援   
 加藤 宏(筑波技術短期大学)： 筑波技術短期大学視覚部における障害補償   
 大武信之(筑波技術短期大学)： 教育方法開発センターの取り組みと教材作成   
 三好茂樹(筑波技術短期大学)： 聴覚障害者のためのリアルタイム字幕提示による情報保障   
 内藤一郎(筑波技術短期大学)： 遠隔地手話通訳システムによる講義支援  
 

平成 16年 6月 24日  参加 20機関 
 佐野(藤田)眞理子・吉原正治(広島大学）：広島大学における障害学生就学支援について 

 広瀬洋子(NIME)： 大学における障害者支援 ―多様な学生へのアプローチ―  
 

平成 16年 10月 21日  参加 11機関 
 中村広幸(関西学院大学) 大学のウェブ活用とアクセシビリティ  
 安藤昌也(アライドブレイン(株）・ＪＩＳ企画草案作成委員) ウェブアクセシビリティ  
 広瀬洋子(NIME)： 大学のメディア・IT活用実態調査から  
 

平成 17年 2月 17日 
 大倉孝昭(大谷女子大学)： 同時同期字幕付き映像コンテンツ作成システム  
 鶴岡大輔(早稲田大学)： 障害学生支援の現状と課題 
  

 

 SCS研修の詳しい内容は下記Webページに掲載しています。どうぞご覧ください。 
 

    http://www.nime.ac.jp/~fdfl/hnd/ 

        SCS研修のリーダー NIME の広瀬洋子先生のサイトにあるWebページです。 
        平成 16年度からの内容を掲載しています。 
 

    http://www.fukuoka-edu.ac.jp/~tomiohta/scsshien.htm 

    福岡教育大学 太田富雄のサイトにあるWebページです。 
        平成 15年度までの内容を掲載しています。 
 

    下記は同僚の大平壇先生の Web ページで、外国の大学にある障害者支援センターを訪問した際 
の写真も見られます。 

  アリゾナ      http://www.fukuoka-edu.ac.jp/~dohira/topic/arizona/arizona.html 
   ケンブリッジ大学  http://www.fukuoka-edu.ac.jp/~dohira/topic/england/UofC_drc.html 
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愛媛大学の取り組み 
－ 現状と課題 － 
                         愛媛大学 高橋信雄 
１，学内組織の変遷 
 愛媛大学での障害学生支援は、聴覚障害学生の入学に伴い関係教員の研究的試行から始

まった。その後、2001年度に,大学教育総合センター教育システム開発部学習支援部門に属

する委員会として「障害者学習支援研究・調査委員会」が設置され,障害学生支援の研究・

調査にあたることになった。2002年度からは、「障害者学習支援委員会」と名称を改めた。 

また、2004年度より、学生により学生の支援組織として、SCVが開設され、ノートテイク

などの実際的な支援は、学生を主体とする組織に任された。 

その後の独立行政法人化に伴い、2005 年度よりは、副学長を長とする学生支援機構の組織

下に障害者修学支援委員会が設置されることとなった。これにより、専任教員、オフィス、

学生支援ボランティアなどの活動が幅広くきめ細かに行えるようになる。 
 
２，ＳＣＶ(student campus volunteers)の取り組み 
（聴覚障害学生の支援のケース） 
                         愛媛大学 教育支援員 原田美藤 
はじめに（情報保障への道） 
愛媛大学の障害学生支援の特色は学生支援ボランティアにある。これは本学の学生を主体

とした活動であり、＜２００３年＞に障害学生支援が SCVの中の一つの活動として本格的
に動き出した。聴覚障害コースに在学する一人の学生を中心としてその活動は実質的に学

生の努力と情熱によってその原型が作られた。彼女の業務の中でも多忙を極めたのはノー

トテイカーが不足して時間割が組めない事に苦労していた。システム化していない段階で

雑務に殆ど一人で対応して行かなければならない状況のまま２００４年を迎えた。しかし、

彼女の功績は「学長賞」という形で認められたことは何よりであった。これを継承して＜

２００４年＞４回生のコーディネーター２名聴覚障害学生２名、ノートテイカー２名、の

代表者会が毎週開かれ、ここでそれぞれの抱える問題点についての話し合いやノートテイ

クスキルのレベルアップに向けた講習会等を企画して、これを委員会が受けて年５回の外

部講師を招いた講習会を開催した。その会議にはアカデミックボランティアとして筆者が

参加して学生へのアドバイス、先生方へのパイプ役として大学の組織機能として円滑な活

動が出来るよう配慮した。これは１２月より教育支援員という立場となり、障害学生支援

委員会へ参加し、学生支援ボランティアの本格的な活動へと結びついていく手だてとなっ

た。＜２００５年＞になり、学内での SCVの活動が一層発展を遂げた。その要因の一つに
昨年、特色ある大学作りの予算が取れたことで、ＳＣＶ全体を担うコーディネーターを雇

い、“ピュアカフェ”という名称のＳＣＶの部屋が改装され新設オープンした。この部屋を

利用して、ノートテイカーへの説明や会議を行うことが出来るようになり、学内へのアピ
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発表⑦ 「愛媛大学の取り組み～現状と課題～」 
愛媛大学  高橋信雄・原田美藤 

 

15 

ールもできた。現在 HSSV(Hadicaps student support volunteers) と名称を新に付けて活
動している。 
現状と課題（ＨＳＳＶの実際と課題） 
上記のような経緯で学生の活動が母体となり、情報保障業務は実質的に行われている。特

に学生コーディネーターの存在は重要であり、周りからの人望が厚く、気配りが出来る学

生がこれまで育成させて来たように感じる。しかしその業務が多岐にわたることで１）コ

ーディネーターの負荷が大きいこと、２）ノートテイカーの確保が難しいこと、３）講習

会への参加者が少なく、ノートテイカーのスキルアップに繋がらないこと、４）教職員の

協力や配慮がごく一部の関係者にとどまっていること。このような状況を解決すべく、カ

リキュラムの改革案を２００６年向けて現在思案中である。ノートテイカー確保と有限な

財政確保をこれまでの謝金に代わり単位を取得と言う形にして解決出来ればと考える。ま

たテイカーのスキルアップと全学的なアピールにも繋がると期待している。今回の発表で

は現状の課題を解決に向けた改革案の紹介をすると共に、改革案へのアドバイスを頂ける

と幸いである。 
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遠隔地リアルタイム字幕提示システム
ISDN版

筑波技術短期大学 障害者高等教育センター 障害者支援研究部門

本学の障害者高等教育センター 障害者支援研究部門では、聴覚障害者の情報保障ための「リアルタイ

ム字幕提示システム」に関する研究・開発を行っています。リアルタイム字幕提示システムとは、話者の

発話内容のすべてを文字に変換し、即座に聴衆に提示するためのシステムです。1990年から本学の授業

時の情報保障や学外支援として運用し、現在までのところ230回程度の運用実績があります。これまで

に様々な改善を行い、話者のいる講義室等から遠く離れた場所からでも、高度なキーボード入力技能を有

する字幕作成担当者が支援を行うことができる遠隔地リアルタイム字幕提示システムになりました。

本システムでは、会場の音声と映像を遠隔地にいる字幕速記者に送り、その字幕速記者が作成した字幕

情報を文字データとして返してもらい、聴覚障害者を含む聴衆に対して、即座に提示します。

字幕速記者は、特殊な速記専用のキーボード（ステノワード・キー

ボード）で訓練を積んでおり、講演者の発話内容のほぼ全てを、リア

ルタイムで作成します。主に、字幕速記者は２名で入力と修正を担当

します。また、お互いに一定時間で役割を交代したり、複数人で担当

することもあります。ISDN回線を利用し安定した映像・音声、そして
文字データの送受信を行います。このような円滑な情報のやり取りを、

独自開発のプログラムや機器によって、実現しています。

概要

速記タイピストによる

修正担当者入力担当者
（速記キーボード）

修正担当者修正担当者入力担当者
（速記キーボード）

入力担当者
（速記キーボード）

受講者（聴覚障害者）

……………
…
…………
……………

講演者

受講者（聴覚障害者）受講者（聴覚障害者）

……………
…
…………
……………

……………
…
…………
……………

講演者講演者

ISDN回線ISDN回線

入力担当と修正担当を１セットとして、

複数セットで担当することもあります。

1980年代…FM-8, オアシス&字幕挿入装置による開発・実証実験
1990年 …式典での利用を開始
1991年 …NEC PC9801&速記用キーボード&字幕挿入装置
1992年 …かな漢字変換過程の提示
1993年 …講義での利用を開始
1997年 …ISDN回線（NTT INSネット64）の利用による遠隔支援

への移行、W indows環境への移行

毎年、全日本聾教育研究大会でのリアルタイム字幕による

情報保障を担当

全
日
本
聾
教
育
研
究
大
会

本
学
の
式
典

ル
ビ
付
き
字
幕
の
一
例

字
幕
を
作
成
す
る

速
記
タ
イ
ピ
ス
ト

速
記
用
キ
ー
ボ
ー
ド

（
ス
テ
ノ
ワ
ー
ド
）

シ
ス
テ
ム
構
成
の
一
例

主な学外支援
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遠隔地リアルタイム字幕提示システム
Web版

筑波技術短期大学 障害者高等教育センター 障害者支援研究部門

本学の障害者高等教育センター 障害者支援研究部門では、聴覚障害者の情報保障ための「リアルタイ

ム字幕提示システム」に関する研究・開発を行っています。リアルタイム字幕提示システムとは、話者の

発話内容のすべてを文字に変換し、即座に聴衆に提示するためのシステムです。速記タイピストとISDN
回線を利用した遠隔地リアルタイム字幕提示システムを本部門が開発し、多くの利用実績があります。

ところで、パソコンのキーボードの文字入力速度は発話速度に通常は遥かにおよびません。最近注目さ

れている音声認識技術は、高度な技能に頼らずに、発話速度に追従することができる現実的な方法として

考えられます。

今回、開発した新システムでは、この音声認識技術と本学が今まで蓄えてきたノウハウを活かし、つく

ば市内の IT関連企業と協力してWebベースで実現しています。インターネット・ブラウザのプラグイン

で、ほとんどの機能を作動させることによって、今までの学外支援等で避けることの出来なかった現地へ

の特別な機材の輸送や人材の派遣を抑えることが出来るようになります。特別な機材が不要なために、イ

ンターネットで本学のサーバーにアクセスすれば、様々な組織（聾学校、一般の小中高等学校、大学な

ど）で、比較的簡単にリアルタイム字幕提示を実現できるシステムであると考えられます。また、字幕作

成担当者はインターネットに接続できるパソコンがあれば、どこででも作業に参加できます。ある程度の

訓練を必要とする音声認識ソフトウェアの利用を始め、キーボードによる直接入力（遠隔による要約筆

記）など状況に合わせ選択できるようになっています。

インターネット環境が整備させている場所であれば、どこからでも本学のサーバーに接続し、本システ

ムを利用できるようになります。しかし、整備させていない環境では、その周辺地域の中核としてサーバ

ーを設置していただければ、円滑な利用が可能となります。

現在、スピードワープロ研究所と協力し、速記タイピストによる有料サービスとの統合も図っていま

す。

インターネット

フ
ァ
イ
ヤ
ー
ウ
ォ
ー
ル

学内LANなど

フ
ァ
イ
ヤ
ー
ウ
ォ
ー
ル

遠隔地リアルタイム字幕提示システム
サーバー・パソコン

会場の講演者用に使う
クライアント・パソコン

複数の字幕作成担当者
映像と音声を送ることが出
来るのは、最大４箇所から。
会場の音声と映像を視聴す
るだけならば、より多くの
担当者で利用できます。

会 場
会場の映像と音声を送るためにクライアント・パソコンを用い
ます。同時にこのパソコンで、会場にいる聴衆に対して字幕を
提示することもできます。また、このパソコンは字幕作成担当
者とのコミュニケーション専用に用い、別のパソコンから字幕
を提示することも出来ます。

他の学内LANなど

音声

映像

字幕

学外の字幕作成担当者

速記タイピストによる有

料サービス

・

・

・

・

・

・

インターネット

フ
ァ
イ
ヤ
ー
ウ
ォ
ー
ル

学内LANなど

フ
ァ
イ
ヤ
ー
ウ
ォ
ー
ル

遠隔地リアルタイム字幕提示システム
サーバー・パソコン

会場の講演者用に使う
クライアント・パソコン

複数の字幕作成担当者
映像と音声を送ることが出
来るのは、最大４箇所から。
会場の音声と映像を視聴す
るだけならば、より多くの
担当者で利用できます。

会 場
会場の映像と音声を送るためにクライアント・パソコンを用い
ます。同時にこのパソコンで、会場にいる聴衆に対して字幕を
提示することもできます。また、このパソコンは字幕作成担当
者とのコミュニケーション専用に用い、別のパソコンから字幕
を提示することも出来ます。

他の学内LANなど

音声

映像

字幕

学外の字幕作成担当者

速記タイピストによる有

料サービス

・

・

・

・

・

・

概要

音声認識と要約筆記による

画面を切り替えて、字幕提示を

実施（ボタン一つで変更可能）
字幕作成のための連携作業を行

う画面
本システムのホームページ
（ このページから、システムを直接利用します ）
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発話・復唱能力養成プログラム
（検証用）

筑波技術短期大学 障害者高等教育センター 障害者支援研究部門

最近の音声認識ソフトウェアが生成する文字列の認識精度は、かなり実用的になってきていま
す。今後もさらに、精度が上がり、また、口語口調や不特定話者への対応も進んでいくことでし
ょう。この音声認識技術をより上手く利用することで、高速で正確な文字情報を聴覚障害者に提
供できるようになることでしょう。

音声認識技術を利用した形態では、今のところ、２つの役割が必要となります。まず、話者の
音声を聞き取り、復唱し、その音声を音声認識ソフトウェアを使って文字に変換する担当の復唱
担当者です。この担当者は、音声認識に適合した発話能力や聞き取る能力が必要となります。次
に、校正（修正）担当者です。この担当者は、話者の音声と復唱担当者から送られてきた文字列
を比較します。そして、その中から間違いを発見し、校正（修正）を行います。復唱担当者から
送られてくる文字列の精度に合わせて、複数人で対応する場合もあります。

現在の音声認識技術のレベルに合わせた利用形態を構成することで、この技術を字幕システム
として活用できるようになります。

本養成プログラム（検証用）は、復唱能力の養成を主目的とし，音声認識に適した声の出し
方，音声認識ソフトウェアやネットワークに関する小規模なレクチャーと実習＆自習プログラム
で、構成してあります。全員で集まって受講して頂く必要があるのが、レクチャーと実習です。
そして、参加者に教材に合わせて独自に実施して頂く必要があるものが、自習プログラムです。

自習プログラムの実施方法に関しては、自習プログラム開始の前に実施する実習で説明します。
今回の検証実験によって、養成プログラム自身の改善等を図ります。

概要

～ リアルタイム字幕のため復唱者養成 ～

養成プログラム

コンテンツの一部 ＣＤ＆ＤＶＤ

復唱者(練習)用ブースと復唱用関連機器

修正者用音声遅延ソフトウェア（独自開発）
※ (株)BUGのシステムを参考にさせて頂きました。

※ (株)BUGのシステムを参考にさせて頂きました。
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必要な時に、必要な場所で、必要な支援を！必要な時に、必要な場所で、必要な支援を！

遠隔情報保障システム遠隔情報保障システム

情報保障スタジオ情報保障スタジオ （筑波技術短期大学）（筑波技術短期大学）

インターネットインターネット
全国どこでもニーズに
合わせた支援が可能！

大学講義支援大学講義支援 学会講演支援学会講演支援 式典支援式典支援

大型モニターやス
クリーン上の様々
な情報を確認する
ことで、充実した
情報保障を実現！

手話通訳映像に要
約筆記字幕を合成
して提示

大阪の学会を手話
通訳と要約筆記字
幕で支援

手話通訳映像にリ
アルタイム字幕を
合成して提示

筑波大学 入学宣誓

要約筆記者

電子情報通信学会
（大阪大学）

手話通訳者
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ゼミ形式の講義への情報保障

状況に合わせた情報保障

筑波大学大学院

席を離れて説明を受けるときに
も、無線を使った携帯モニター
で確実な情報保障を実現！

情報保障＊やデモ・講演の実施、内容の問い合わせなど
遠慮なくご連絡、ご相談下さい！
＜連絡先＞

〒305-0005 茨城県つくば市天久保4－3－15
筑波技術短期大学 電子情報学科 内藤一郎 （研究代表者）
TEL： 029-858-9392     FAX： 029-858-9394
E-mail：naito@a.tsukuba-tech.ac.jp
研究グループURL：http://www.tsukuba-tech.ac.jp/el/csg/

＊：現在、研究として取り組んでおりますので、できる範囲の対応となります。

携帯モニター

ＨＭＤから見た様子
（イメージ図）

講義室
ゼミや会議場
面の情報保障
にも対応！

ＨＭＤ を使う
ことで、話者と
情報保障画面を
同時に見ること
も可能に！

ヘッドマウントディスプレイ

見やすい位置に自ら調整

手話通訳スタジオ

2005年5月7日 第2版
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IPTalk IPTalk IPTalk

字幕表示用

字幕

簡単に情報保障を実現！

 
システムの特徴 

１．ＰＣ要約筆記ソフト（IPTalk：栗田氏提供のフリーウェア）と連携できる 
２．ＰＣ要約筆記者のＰＣと本システム用ＰＣをＬＡＮに接続、時刻を同期させる 
３．PowerPointのスライドを開始 → フォルダ名を入力 
４．通常の講演・授業などを実施 
５．PowerPointのスライドを終了 → 
       字幕付き・無しを選択 

・字幕付き：フォルダに IPTalkのデータをコピー 
・字幕無し：そのまま 

・その場の学習者は、投影された字幕を見る 
・ノートＰＣがあれば、手元で字幕を見ることも可能 
・事後編集も可能（事後編集版も準備済み） 
・Ｗｅｂサーバーからそのまま配信可能 
メディア教育開発センターから配信中http://www.nime.ac.jp/

・健聴者・留学生にも有効 
・テキストを英語に置き換えれば、英語字幕つきの授業アーカイブが

用意するもの：ノートＰＣ＋PowerPoint＋ビデオカメラ＋IEEE1

広瀬洋子 メディア教育開発センター助

26
字幕付きコンテンツ作品例 

~hirose/synchro/jimaku.htm

できる 
関連特許出願中 
特願：2004-197438

394ケーブル 
大倉孝昭 メディア教育開発センター客員教授・大谷女子大学教授 

教授 

Shirasawa
テキストボックス
発表⑩　「障害者支援にかかわる教職員を支援するための研究」メディア教育開発センター　広瀬洋子・大倉孝昭　
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                                  （ディブイディスライド） 

 
世界で最も進んでいるといわれる米国の高等教育における

障害者支援を紹介するために、オレゴン州の大学やコミュ

ニティカレッジを中心に、障害者支援局の役割を３１分の

ビデオ教材にまとめました。ここで描かれている大学風景

は、米国の中で特別なものではありませんが、きっと日本

との違いに驚かれるでしょう。ビデオには支援局のスタッ

フをはじめ、実際に支援をうけている学生や自治体関係者

などの豊富なインタビューや具体的な支援風景が盛り込ま

れています。障害者支援をとおして、ジェンダー、人種、

社会階層など米国社会の人権への配慮や開かれた大学の姿

が浮かび上がってきます。大学において学生、教員、職員

が、障害をもつ学生に対しての支援構築の一助として、是

非備えてほしいビデオです。 
日本語字幕付きです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＵＳＡ発高等教育のバリアフリー 
（ビデオ製作：２００３） 

 
講義の中で解説を交えて利用 

学生と質疑応答しながら利用 

自動繰り返しで利用 

ビデオを用いて学習

者のペースで考えさ

せる教材 

        ＤＶＤ 
 

  解説用スライド 
  

ＤＶＤビデオ 

ＤＶＤ映像を全画面

で見るのも OK 

ス
ラ
イ
ド
移
動
ボ
タ
ン 

ビデオに同期するスライド 

 

 広瀬洋子 メディア教育開発センター

 大倉孝昭 メディア教育開発センター
特許出願中：特願 2004-197438 

助教授 
客員教授・大谷女子大学教授 
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発表⑪ 「支援者・教職員を対象とした障害理解プログラム」 
宮城県・仙台市聴覚障害学生情報保障支援センター  松崎 丈 
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支援者・教職員を対象とした障害理解プログラム 
－聴覚活用が困難な聴覚障害学生を対象として－ 

 
松崎 丈・奥まり子 

（宮城県・仙台市聴覚障害学生情報保障支援センター） 
 

Ⅰ．問題意識と目的 
 支援者・教職員に対する障害理解の FD 研修は，高等
教育機関が聴覚障害学生のニーズや障害状況にもとづ

いた支援を広く進めていくために重要である。 
従来の障害理解に関する研修の内容を概観すると，聴

覚障害関係の資料配布やそれに基づいた口頭説明，さ

らには聴覚障害学生や支援者などの体験談といった受

身的な情報提供型が主流であるように思われる。こうした

型の知識習得は，研修の準備や進行が比較的容易であ

る反面，それ自体では支援者や教職員に，聴覚障害学

生が直面する「二次的障害」の内容や切実さを実感的に

理解してもらうことは難しいと思われる。加えて，聴覚障

害学生が，講義を運営する立場に立って教育的ニーズと

具体的な支援方略を論ずるにも，彼自身に相当の知識

や経験が必要とされる。このように高等教育支援に関す

る共通理解が乏しい状況で支援を始めてしまうと，その

後講義の場面で生じる教育上の不利益を被るのは結局

聴覚障害学生だけである。教職員や支援者が，聴覚障

害学生が状況を理解するためには，聴覚情報から視覚

情報への変換だけでなく，異なる視覚情報間の効果的な

組み合わせによる呈示などの伝達工夫も必要としている

ことが少しでも気づけば，何らかの教育的配慮を検討し

てもらえるのではないだろうか。同時に，聴覚障害学生

の二次的障害の重大さも理解させ，関係者同士の連携

による高等教育支援の必要性を強く促していきたい。 
そこで，聴覚障害学生支援における障害理解を意図し

た FD研修において，下記の 2点を考慮したプログラム
の開発を検討する必要があるだろう。すなわち，第一に，

聴覚障害学生の教育的ニーズや二次的障害状況を実感

的・体感的に広く理解させること。第二に，教育的ニーズ

や二次的障害の体感的理解をふまえ，聴覚障害学生と，

教職員・支援者との相互交渉の深まりを促すこと，であ

る。 
宮城県・仙台市聴覚障害学生情報保障支援センター

（以下，支援センター）は，以上の問題意識と視点に基づ

いて，障害理解プログラムを開発し，教職員・支援者およ

び地域社会を対象に障害理解セミナー（講座）を試みた。

本発表は，この障害理解セミナーの実践とその成果を報

告するものである。 

Ⅱ．障害理解プログラムの開発 
１．使用機器の準備 
障害理解プログラムで使用する機器は，テープレコー

ダー，ヘッドホン，脱脂綿，ホワイトノイズが収録されたテ

ープの一式である。「ホワイトノイズ」は，聴覚障害者の聴

きづらさを体感してもらうための雑音であり，実際に彼ら

が日常その音にさらされているわけではないことをあら

かじめ伝えておく必要がある。また，聴覚機能への影響

を考慮してホワイトノイズを持続して聞かせる時間は，「一

人10分まで」とした。 
２．プログラムの骨子作成 
 以下のような内容に構成した (括弧数字は進行順を示
す)。所要時間は，1時間半～2時間半程度である。 
 (1) 聴覚障害および二次的障害の説明 10～20分 
   聞こえの状態，聴覚情報が日常的に獲得できないこ

とによるコミュニケーション・心理・社会面での影響など

について説明する。 
 (2) 情報保障における通訳手段の説明 10～15分 
主な通訳手段である，ノートテイク，手話通訳，PC
通訳と，ノートテイクの基本技術について説明する。 
 (3) 聴覚障害擬似体験 15～30分 
   参加者全員にヘッドホンなどを装着させた状態で，

情報保障なしの条件，およびOHPを活用したノートテ
イクあり条件の模擬講義を行う。 
 (4) ノートテイク体験 15～30分 
参加者全員がノートテイカーになったつもりで，高校

レベルの授業で聞くような内容の音声発話を聞かせて

ノートテイクさせる。ノートテイクの難しさとトレーニング

の必要性を伝えるといったねらいがある。 
 (5) 聴覚障害学生の体験談 10～15分 
   経験者である聴覚障害学生 (者) に，情報保障を受
ける前後で自分自身や周囲との関係がどのように変容

したかを語ってもらう。 
 (6) 参加者同士の議論・質疑応答 30～40分 
これまでの流れを踏まえ，教職員を中心に講義にお

ける情報保障のあり方を話し合う。特に教育的方略・配

慮 (支援者の条件・研修，視覚教材の工夫や，視覚情
報の呈示順序や組み合わせなど) について議論を深
めるようにする。 
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Ⅲ．実践報告 
 支援センターは，以上のプログラム骨子に基づいて，

教職員・支援者および地域社会一般人を対象に実践し

てきた。そのうち代表的な実践成果を以下，報告する。 
１．教職員・支援者に対するセミナー 
平成16年11月に尚絅学院大学の依頼を受けて「情報
保障勉強会」を開催した。参加者は計10名ほどで，学科
長，事務局長，聴覚障害学生が在籍している講座担当教

員などの教職員が主に集まり，あとは数名の学生ノートテ

イカー，1名の聴覚障害学生がいた。 
＜流れ・内容＞ 
 Ⅱの(1)～(6)の通りに行った。 
＜成果と課題＞ 
 学内における教職員の参加人数が予想より少なかった。

参加した教職員らは，当初受身的な姿勢で聞いているよ

うな様子が見受けられたが，(3)～(5) の内容を実施した
後から次々と講義における教育的方略・配慮について積

極的に意見や質問を出してきた。例えば，講義でどうい

った視覚教材を用意すればよいのか，ノートテイカー養

成にはどのくらいの期間が必要なのか，これからの情報

保障支援でどのように進めていったらよいのか，という質

問が出てきた。セミナー開催を依頼した大学担当者から

は，わかりやすい内容だった，今後も教職員への理解普

及のためにお願いしたいとの感想をいただいた。 
このことから，障害理解プログラムの実施にあたり大学

の状況によっては，学内の教職員が行うよりも，学外から

情報保障に専門的な知識・技術を持つ者が実施する方

が，学内サポートへの足がかりを作るうえで有効であると

思われた。また，聴覚障害擬似体験・ノートテイク体験と，

聴覚障害学生の体験談の組み合わせは，教職員にとっ

て実感的・体感的な学びができたようで，聴覚障害学生

の教育バリアに対する共感を持ってもらえたと思われる。

なお，その後の発展として，勉強会を受けた教職員のな

かには，講義の配布資料を増やしたり，ノートテイカーの

様子を見ながら講義を進める教員が数名現れるなどの成

果が少しずつみられてきつつあると聞いている。今後は，

障害理解プログラムを何度か重ねて共通認識を広げ，い

ずれは教職員同士の連携を目指す学内サポート体制作

りに向けたアウトリーチ支援プログラムを考えていく必要

があるだろう。 
２．地域社会への啓発を目指したセミナー 
平成16年11月に主催した「第4回情報保障セミナー」
にて入門コース分科会を行った。参加者は 50 名ほどで
あった。 
＜流れ＞ 

5,6名のグループに分かれて，3種類の場面設定の下，
ヘッドホンを装着して聴覚障害擬似体験をしてもらった。

その後，個人が感じたこと，思ったことなど全員でディス

カッションを行い，実際に聴覚障害者はどんな状況にあ

るのか，どんな時に困るのか，どのように支援してもらい

たいのかなどを話し合った。 
＜内容＞ 
擬似体験①･･･雑談。グループ内で，与えられたテーマ

について自由に話をしてもらった。手話の

使用は禁止したが，傍らに紙とペンを用意

し，使用するかどうかは各自に任せた。 
擬似体験②･･･買い物。実行委員が店員に扮した店を２

つ設定し，聴覚障害に対して理解のある店

とない店，両方で買い物をしてもらった。

理解のある店では，商品説明から会計ま

で視覚情報を提供したが，理解のない店

では口での説明のみでその他の配慮は行

わなかった。 

擬似体験③･･･講義。大学での普段の講義と同じように，

健聴教員役がひたすら話をするという形式

で行った。簡単なレジュメを配ったり朗読

や学生役の参加者への指名を行ったが，

特に何らかの配慮はとらなかった。 
＜成果と課題＞ 
 ディスカッションや参加者のアンケートなどから，擬似

体験ができて良かったという声が多く寄せられた。聴覚

障害学生からの話で「聞こえない」ことの大変さはわかっ

ていたつもりだが，こんなに大変だとは思わなかったとい

う意見が最も多かった。また，講義場面では，ほとんどわ

からず，特に下を向いて話をされると全くついていけな

かったということだった。ついていこうと頑張れば頑張る

ほど疲れてしまい，やる気が無くなったという人も少なく

なかった。 
 また，健聴者も聴覚障害者も１歩踏み込んで協力しあう

ことが大切だという興味深い意見も出された。健聴の側

からは「何をしたらいいかわからない，言ってほしい。」と

いう声があるのに対し，聴覚障害の側からは「困っている

が，頼みづらい。負担になるのでは，と思ってためらって

しまう。」という声が挙がった。お互いの意思のズレや立

場の違いがディスカッションにより確認でき，お互いに話

し合って歩み寄る姿勢が大切であることを認識した。 
 さらに今後，このような擬似体験やディスカッションを，

学校の教職員や行政の人に対して実施してほしいという

声が多くあった。また，実際に聴覚障害者の講演も取り入

れると，さらに障害を理解してもらうための効果を上げら

れるのではないかと考えられた。 
 
 

 

＜連絡先＞宮城県・仙台市聴覚障害学生情報保障支援センター 
代 表 松崎 丈 bungo@r5.dion.ne.jp 
事務所 仙台市青葉区東照宮１丁目17－1－116 
      e-mail haken-center@ezweb.ne.jp   

FAX 022-233-9571 
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外部からの聴覚障害学生支援コンサルティングの取り組み 

 

関東聴覚障害学生サポートセンター 
事務局代表  中島 亜紀子 

 

１． はじめに 

 関東聴覚障害学生サポートセンターは、1984年に関東聴覚障害学生懇談会と関東学生手話サークルの共

同運営のもとに「関東学生情報保障者派遣委員会」として発足し、2003年に現在の名称への変更を経て今

に至るまで、聴覚障害学生のニーズに添いながらその機能を果たしてきた。講義保障の実現が第一の願い

だった発足当初から、通訳者の派遣が長い間主たる活動であったが、ここ数年の聴覚障害学生を取り巻く

環境の変化に伴い、その機能も変遷をたどってきた。団体名称の変更も活動内容の変化を受けてのもので

ある。聴覚障害学生の高等教育支援という分野に特化してサポートを行っている、全国でも数少ない例の

一つとなっている。 

ここでは、現在、通訳者派遣以上に重要な機能となりつつある相談及び情報提供活動の状況と、そこか

ら考察される現状の問題点と今後の課題について、事例を通して報告する。 

 

２． 活動方針 

聴覚障害学生およびその受け入れ大学に対して、情報提供、相談活動または通訳者養成の支援や通訳者

派遣を行うことで、大学が支援体制を構築するのをバックアップしていく。 

活動方針を受けての具体的な取り組み方の主要なものとして以下の3点が挙げられる。 

・相談や支援依頼は、聴覚障害学生本人か大学からのみ受ける。 

・通訳者の派遣は、コマ数に上限を設けて1年限りを原則とし、大学はその間に、支援者養成や地域との

パイプ作り、予算獲得など、1年後に向けて支援体制作りを進める。 

・通訳者の養成は、1大学に対し3年間を目安として支援する。 

 その後は学内や地域で指導者となる人が出て独自に進めていけるように助言等支援する。 

 

３． 相談業務の現状１ 全体の傾向 

①2004年度の問い合わせの状況 

 2004年 3月末～2005年 2月までに事務局に寄せられた問い合わせ（全 40件；相談内容１つで 1件と
数える）のうち、相談者の属性の内訳では、大学からの問い合わせが最も多く、次いで多かった聴覚障害

学生本人からの相談と合わせると、全体の 70%程度を占めていた。相談内容では、通訳者の派遣に関する
相談は依頼が 12 件と最も多く、次いでサポート全般に関わる情報を求めるものや、通訳者養成に関わる
相談が多かった。 
 相談を受けた時期ごとに見ると、通訳者の派遣に関する相談は、年度末の3月から年度始めの5月の間

に集中していた。同様に、後期が始まる 9 月前後に、派遣や養成、情報提供を求める全般的な相談など、

具体的な内容の問い合わせが増えていた。 

 このように、聴覚障害学生や大学職員など、支援の現場にいる人たちが、多少なりとも支援方法の知識

を得てから、大学生活の流れに合わせた時期に、比較的具体的な相談を寄せてくる傾向が見られた。この

傾向は、2005年度当初（3～5月）も変わっていない。 

 

４． 相談業務の現状２ 具体的な対応 

通訳者の派遣や養成講座の開催など具体的なサポートを求めてくる相談に対しては、いくつかの視点から

適切なアドバイスや支援方法を検討した。例えば、 

Ａ．支援体制作りへの大学の姿勢、知識、計画性 

Ｂ．大学内や地域の資源、支援経験、立地条件 

Ｃ．聴覚障害学生自身の心理的な安定、情報量 

などが挙げられる。これらの視点を軸に、2つの事例の経過を報告する。 

①年度当初に大学から派遣依頼を受けた例 
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ＡＢ．これまで学内手話サークルがノートテイクを行ってきており、今後も講座を開くなどして人材を増

やす計画がある。テイカーには学生課が窓口となり謝礼と交通費を支払う体制を作る。行事の際に

は地域から手話通訳者の派遣を受けている。 

Ｃ．入学したばかりで、ノートテイクを通して授業を受けることを望んでいる。友人や手話サークルを通

して、他大学の支援状況などの情報が入ってくる。 

 

2月末 大学学生課より最初の相談 →これまでの経緯や現在の状況の確認 

4月  学科教官、学生課職員、聴覚障害学生、当センター事務局、コーディネーターで支援打

ち合わせ 

→聴覚障害学生のニーズの確認 

 大学としての支援計画の確認 

5月末 教官と学生本人との相談で、最も重要と思われる2つの講義に派遣を開始 

 

②年度当初に学生本人から相談を受けた例 

Ａ．入学後、学生と大学側とのつながりは薄く、大学の姿勢は不明 

Ｂ．聴覚障害学生の受け入れは初めて。立地条件から地域資源の活用は難しい。 

Ｃ．一部の協力者に頼っており、授業が分からず不安が強い。ノートテイクを強く要望している。 

 

4月  学生本人より最初の相談 →状況確認 大学の担当者と連絡を取るよう助言 

4月中 教務課より連絡 →打ち合わせの日程調整へ 

5月  学科教官、教務課、学生課職員、聴覚障害学生、当センター事務局、ろう学生相談員で支援打ち

合わせ 

    →聴覚障害学生と接触して支援に積極的になった大学側の姿勢を確認 

     後期からのサポートに向けて養成講座の準備を開始 

     ノートテイカーがつかない講義で必要な教職員からの配慮事項について確認 

     ろう学生相談員と聴覚障害学生とが直接連絡を取れる体制 

9月  初心者向けノートテイカー養成講座開講 

 

５． 今後の課題 

 上記に挙げた例を始め、センターに寄せられる相談の傾向や大学、学生の状況から、各大学での支援が

より円滑に進められるためにサポートセンターのような外部団体が果たすべき今後の役割を以下の4点に

まとめた。 

①支援者（通訳者、コーディネーター）の養成と研修 

 聴覚障害学生への支援には、そこに携わる人の専門性と理解が重要なポイントとなる。質の高い支援の

ためには、講義通訳に対応できる通訳者の養成や、支援コーディネートにあたる教職員へのサポートと研

修の機会を確保していく必要がある。 

②入学前での情報収集、支援準備の支援 

 新入生への大学の対応は年々早まっているが、入学後に１から動き始めても遅いというのが実感である。

前年度末から支援の準備が進められるような体制作りを促していく。 

③大学どうしのネットワーク形成支援 

 支援体制作りへの早期対応や支援の質向上のために、大学どうしで支援ノウハウの蓄積や情報交換が行

われることが有効である。また、通訳者を共有したり望ましい支援体制を取り入れたりするなど、具体的

な連携にもつながっていくネットワーク作りを支援していく必要がある。 

 ④聴覚障害者どうしのネットワークの有効活用 

 聴覚障害学生自身が自らのニーズを表明して支援を受けていけるよう、情報交換や相談ができる当事者

どうしのネットワークをより確かなものにする。また、卒業生によるアドバイスが受けられる相談員の体

制をより機能的に相談活動に生かしていく。 
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日本における聴覚障害学生高等教育支援の実態 

～全国調査の結果から～ 

日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）事務局 
筑波技術短期大学障害者高等教育センター 

白澤 麻弓 
1．はじめに 

大学で学ぶ障害学生の実態については、2000 年以降国立大学協会(2001)やメディア教育開

発センター(2001)、日本障害者高等教育支援センター(2004)等が大規模な実態調査を実施し

ており、全国の大学・短期大学の約半数に障害学生が在籍していること、障害学生の大学進

学をささえるサポートのうち、とりわけ全学的な支援体制の整備が進みつつあることなどが

明らかになってきている。また 1994 年より毎年全国の 4年制大学に対する調査を実施してき

ている全国障害学生支援センター(2005)によると、これまで大学における障害学生支援はハ

ード面の整備が先行してきたが、近年講義における補助者の設置などソフト面での支援が高

まりつつあり、93 校で大学の手によるノートテイカーの派遣が行われているとの報告がなさ

れている。しかし、これらの調査はいずれも障害学生全般を対象に実施されているため、ノ

ートテイクの担当者の実態や養成の有無、謝金の支払いなど聴覚障害学生に必要とされる支

援の詳細については明らかにされていない。そこで本調査では、一般大学に学ぶ聴覚障害学

生に焦点を絞り、彼らを取り巻く支援体制について詳細な状況を把握することを目的に実施

した。 

２．方法 

調査実施期間：2004 年 7 月～8月 

調査対象：全国の四年制大学および短期大学 1258 校 

調査方法：郵送法による質問紙調査 

障害学生の受け入れやサポートに関わっている担当者による回答を依頼 

回答率：57.2％（大学 61．5％／短大 50．8％） 

３．結果 

 本調査の結果、主に以下の点が明らかになった。 

①全国の大学・短期大学のうち約 30％(237 校、過去 3 年間を含めると約 40％：287 校)の大

学・短期大学に聴覚障害学生が在籍しているが、その約半数(132 校)でノートテイクによる

サポートが実施されていた。このうち 6割(89 校)の大学・短期大学でノートテイカーに対す

る謝金が支給されており、5 割近い大学で事務職員によるコーディネート(74 校)およびノー

トテイカーに対する何らかの養成（71 校）が行われていた。この中では障害学生支援委員会

や支援センターなど大学組織による公的なノートテイカー派遣体制の整備も進みつつあるが、

一方で依然として母親がノートテイクにあたるなど本人およびその周囲の人々の個人的な努

力によって講義保障を行わざるを得ないような現状も残されていた。 

②大学ごとの聴覚障害学生在籍数を分析したところ、現在聴覚障害学生が在籍している大

学・短期大学の 8 割（185 校）が 3 名以下という少人数での在籍であり、10 名以上の在籍が
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ある大学は 6 校にすぎなかった。これに起因してか、過去 3 年間には聴覚障害学生が在籍し

ていたが現在は卒業して在籍がない大学が 50 校ある一方、今年新たに聴覚障害学生を受け入

れた大学が 34 校見られるなど、聴覚障害学生の支援に関するノウハウの蓄積がなされにくい

状況が見て取れ、大学間の連携によるサポート体制の構築などノウハウをつなぎ止める工夫

の必要性が感じられた。 

③本調査によって把握された現在一般大学に在学する聴覚障害学生の実数は約 650 名であり、

その 9割が学部への在籍で大学院生は 5％(約 30 名)にすぎなかった。ただし、現在全国的に

実施されているノートテイクを中心にした支援方法は、研究や議論が主体となる大学院生へ

の支援としては適応しにくい部分が大きく、現実的には研究室単位で対応せざるを得ないこ

とから、結果として大学院に在籍する聴覚障害学生の存在が把握されにくい現状があるとも

考えられ、今後支援体制の幅が拡大されるにつれより実態が把握されやすくなるのではない

かと推察された。 

④聴覚障害学生の講義受講を支えるサポートとして、学部内およびコーディネーター－聴覚

障害学生の間の密接な相談体制の構築、年複数回の関係者を交えた懇談会の実施、聴覚障害

学生に対する手話コミュニケーション環境の提供、通訳者の資質向上のためのスキルアップ

講座の開講など、より質の高いサポートへの取り組みも報告されており、今後聴覚障害学生

支援が単なる情報保障者の配置にとどまらず、新たな段階へと発展していく可能性を感じさ

せられた。 

⑤また全学的な取り組みとしては障害学生支援のための独立した窓口を設置している大学が

37 校あり、16 校では専任の職員が配置されていること、このうち 3校に手話通訳者、4校に

要約筆記者が障害学生の支援業務のために専任で設置されていることなどが明らかになった。 

４．まとめ 

 高等教育機関における聴覚障害学生への支援体制については、聴覚障害学生が在籍してい

る大学のうち、大学としてノートテイクなどの支援を実施している大学が約半数に達するな

ど、急速に整備されつつある。しかし、現在大学で行われているサポートの手段は多くがノ

ートテイクのみであり、選択の幅がきわめて狭い状況にあると言わざるを得ない。また、現

在全国的に普及している「学生ボランティアを募ってノートテイク技術を伝え、ノートテイ

カーとして派遣する」方法では、大学院の学生には対応しにくいことが多く、専門分野に進

学する聴覚障害学生を支える手段としてはまだまだ心許ない。さらに、大学規模の小さい短

期大学や実習をともなう実技系大学では、空き時間にボランティアとして協力できる学生の

確保に大きな困難をともなうものと考えられ、こうした例に対する解決策も今後検討してい

く必要があるだろう。最後に、本調査では専任の手話通訳者・要約筆記者を大学に設置し、

よりきめ細かいサポートを実施する例が７校で見られたが、この数は今後さらに増加するも

のと考えられ、新たな聴覚障害学生サポートモデルとして注目すべき事例となると考えられ

る。 

付記：本稿は、第 2回「障害学生の高等教育国際会議」(於・早稲田大学国際会議場 2005 年 3 月 27 日)発表原稿

を一部加筆・修正したものです。PEPNet-Japan は、日本財団の助成による PEN-International（事務局・米国ロチ

ェスター工科大学内国立聾工科大学）の事業の一部です。 
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第 2 部 聴覚障害学生高等教育支援 

アメリカ視察報告会 
ロチェスター工科大学（RIT）、国立聾工科大学（NTID） 

ニューヨーク市 3 大学における聴覚障害学生支援の視察報告 
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第２回米国高等教育支援視察の概略 
 

日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク事務局・筑波技術短期大学客員研究員 
宮城県・仙台市聴覚障害学生情報保障支援センター代表・東北大学大学院教育学研究科研究生 

 
松崎 丈 

１．視察日程と場所 
（１）日程 平成 17年 3月 13日(日)～3月 24日(木） 
（２）派遣地 ニューヨーク州ロチェスター市、ニューヨーク市の大学・地域センター 
（３）参加者 5大学2機関（10名），日本財団国際協力担当者（1名），日本手話通訳者（2名） 

日本語－英語通訳者（2名） 
 
２．今回の視察の背景と目的 
（１）日本の現状 
   全学的に聴覚障害学生サポートを行っている大学は，現在のところ数えるほどしかない。 
   学生，教職員など理解ある者たちで自分のできる範囲で動かざるをえない大学が多数。 
   外部から支援する機関は学内サポート体制の構築に関与することに限界がある。 
（２）今回の視察の視点 
高等教育支援ネットワーク体制はどのように整備されたのか。 
米国支援ネットワークの大学やセンターは，他大学とどのような支援体制を行ったのか。 
発展途上の大学は，支援ネットワークのどのような援助で発展していったのだろうか。 

 
３．今回の視察対象 
（１）地域センター（大学間の相互支援やネットワークの構築を後方支援する機関） 

北東地区テクニカルアシスタントセンター（NETAC） 
※国立聾工科大学（NTID）内にセンター事務所が設置されている。 

（２）基幹大学（30年以上前から高等教育支援の実績を重ねている大学） 
ロチェスター工科大学（RIT），国立聾工科大学（NTID） 

（３）発展途上の大学（聴覚障害学生支援の実践がまだ浅い大学） 
ニューヨーク大学，ラガーディアコミュニティー大学，ハンター大学 

表１ 日程表 
14日 北東地区テクニカルアシスタントセンター PEPNetの紹介・概要説明 

15～17日 国立聾工科大学（NTID） ノートテイク，チュータリング，手話通

訳，職業指導，学生生活支援，カウン

セリング，C-Printなど 

18日 ニューヨーク大学 視察・説明会 
20日 ビジネスミーティング  
21日 ラガーディアコミュニティー大学 視察・説明会 NY学生との意見交換 

h22日 ハンター大学 視察・説明会 
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国

地
域

各
州

サポートセンター

北東地区テクニカル
アシスタントセンター

ロチェスター
工科大学

（国立聾工科大学）

ニューヨーク
大学

ハンター大学

ラガーディアコ
ミュニティ大学

発展途上の大学

基幹大学

連邦政府

支援技術の提供，予算支援
情報発信，相談・支援

予算援助

サイトコーディネーター

支援技術開発
技術・情報提供

※国を４つの地域に区
分して，それぞれ１つ
の地域サポートセン
ターを設置している。

補足資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 1 米国における高等教育支援体制の概要 
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報告① 初めて支援組織を作る大学のために
静岡福祉大学 平井利明

Ｄｅａｆ or hard of hearing on your campus ? 
Ｗe can help！

はじめて支援組織を作る大学のために

（NETACの支援と支援組織を作る大学のために）

静岡福祉大学 社会福祉学部 平井利明

学生のニーズの理解
と学生への支援

サポートサービス 入学の機会
トランジション機会

の向上

在籍・卒業率
の向上

NETAC

NETACのゴールと支援

技術的支援

トレーニング

情報交換会議

遠隔教育指導

出版物

学校ごとによるコンサルテーション

担当教職員の能力開発

オンライン学習の機会提供

NETACの支援

・大学入学の基礎教育

・インタプリティング

・ノートテイキング

・チュータリング

・授業における技術支援（IT支援 C-Print）

・トランジション支援（中等教育→高等教育→社会）

・カウンセリング

学生に関わる具体的な支援

直面する学生へのサポートサービス

手話通訳

ノートテイク

パソコン通訳

チュータリング

カンセリング

キャプショニング

C-Print（パソコン通訳の一方法）

CART（話し言葉を文字に置き換えるもので、

速記の技術を持った専門技術者がこの変換を行う。）

手話通訳

ノートテイカー

支援のための資源

はじめるにあたっての資源

・ベストプラクティス

・チップシート

・ファカルティハンドブック

・イグジビットマテリアル

すすめていく上で作り上げていく資源

・ニューズレター

・オンライントレーニング

・成功実例のまとめ
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報告① 初めて支援組織を作る大学のために
静岡福祉大学 平井利明

学内における交流情報作り

データベース作り

・学生個々のデータベース

・学校組織としてのデータベース

・政府機関等の情報のデータベース

・技術的支援のデータベース

・ワークショップや評価としてのデータベース

E-mailリストの作成

・聴覚障害をもつ学校間の情報交換

作り上げていくもの

学内のエキスパートを作り上げる

・技術面 ALDｓ ヒヤリングエイド

キャプショニング 遠隔地教育

・聾文化の理解

・通訳プログラム

学内外の関係で作り上げる

・担当者組織の創設

・ニューズレターの発行

・ワークショップの開催（地域、ネットワーク）

・受け入れのための織作り（対応可能にする組織など）

・エキスパートとスタッフの養成（専門スタッフとサブスタッフなど）

・全教職員への啓蒙活動（聾文化、教育指導法など）

・学外からの情報収集（先行大学、チップシートなど）

・学内ハードウェア面とソフトウェア面の整備（配布資料、字幕化など）

・学内サポートサービス体制の確立（通訳、ノートテイカーなど）

・獲得情報のデータベース化（学生、学校、政府、技術支援など）

・学内外における情報交換ネットワーク網の整備（PEPNeｔＪＰなど）

・獲得情報の公開（ニューズレター、会議、ネットワークなど）

まとめ
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教員、職員とすすめる支援の在り方 
                           藤井 克美（日本福祉大学） 
 
 去る３月１３日（日）から２４日（木）にかけて、アメリカの４つの大学を訪問し、

聴覚障害学生の情報保障について視察してきました。その概要報告を基に、日本での今

後の課題として、教員、職員がすすめていく支援のあり方を検討したいと思います。 
 
はじめに 
 アメリカも日本も、小さな政府に代表されるように社会政策が後退している。しかし、

障害者の人権保障は、ノーマライゼーション、インクルージョンを目指して進歩してい

る。 
 アメリカは、ここ四半世紀近い歩みの中で、州主権の伝統の中で障害児者がかなりの

不就学児や不適切な就学児童が存在する状況を打開するために連邦政府が介入してきた。

そして、「全障害児教育法」→「障害児教育法」（すべての障害児に無償の公的教育保障、

関連サービス、最小制約環境、メインストリーミング、インクルージョン、障害児教育

財政の抜本的な改革） 
 日本でも、福祉や、教育の財政政策は後退してきているといえる。 
 その中で、聴覚障害学生の高等教育機関での情報保障の取り組みをいかに発展させて

いくのか、アメリカの現状から学びつつ、日本的な支援のあり方を考えたい。 
 
１、 ４つの大学の支援 
（１） ＲＩＴ／ＮＴＩＤ 
（２） NY大学 
（３） LaGuardia Community大学 
（４） Hunter大学 

 
２、サイトコーディネーターや教職員に対するＮＥＴＣの支援や情報から 
 ・PEPNetが、聴覚障害学生の受け入れ大学に対する支援のためをすすめている組織活動 
・ 中核的な大学を位置づけ、サポート内容の研究と情報の蓄積と発信 
・ NETACネットワーク→各大学のサイトコーディネーターや教職員への支援や情報   
     ↓ 

・ 日本の地域別のネットワークの可能性 
・ 中核的な大学 
・ サポート体制、支援内容の研究、蓄積、発信 

 
３、 ＲＩＴ／ＮＴＩＤにおける教職員に対するＦＤから 
 ・教員は、Deaf Communicationできることが義務づけられている。 
 ・手話通訳、ノートテイク、パソコン通訳（C－printing）、チュータリング、カウンセリ
ング等など） 

 ・聴覚障害学生が受講している、ノートテイカーがいる、 
・ ろう文化の学習、理解 
   ↓ 
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報告② 教員・教職員に求める支援の在り方 
日本福祉大学  藤井克美 

 

32 

 前提となる講義内容などの工夫および具体的な配慮  大学の講義と手話通訳研究 
 
 
４、日本が学ぶこと、これからの課題 
 ・日本の聴覚障害学生が置かれている状況把握、格差の実態 
・日本の高等教育機関で学ぶ学生は日本語の書き言葉を通して学んでいる。 
・ 日本が現状に中で進めようとしている福祉や教育の施策との矛盾の中での取り組み方 
・国立法人大学の場合 
 ・私立大学の場合 
・ アメリカの場合：異なる母語を持つもの同士が学んでいる。聴覚障害のコミュニケー

ションの問題はそれ自体大きな問題であるが、多民族国家のアメリカでは、そのこと

も相対的に位置づけられるのでは、また、ADA法、国からの支援、州からの援助、大
学として支出などを、どのようにみて、日本の現状の中で学び取り入れるのか。その

まま取り入れにくいのであれば、どうアレンジするのか。 
・ ノートテイクの重要性の再認識 
 

 
おわりに 
・ 大学間の連携 
・ それぞれの大学における支援体制づくり 
・ 情報保障の体制を整え、自ら情報を得ることができる学生を育てる大学での教育実践

を。 
・ 情報保障の主体は聴覚障害学生。 
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報告③ 聴覚障害学生の主体的な参加をめざした取り組み 
群馬大学  菊池真里 
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報告③ 聴覚障害学生の主体的な参加をめざした取り組み 

   群馬大学教育学研究科 2年  菊池 真里 
 

1. 主体的な参加 
主体的な参加とは、「自由意志の尊重」のもと

に「自己決定」で参加をすることである。主体的

な参加ができることの前提条件として、十分な判

断ができるだけの情報が与えられることと、その

情報を吟味して判断するだけの思考力がなけれ

ばならない。 
通常の学校にインテグレーションして学んで

きた学生は、それまでの学校生活で情報保障がな

いか十分ではなく自分の周囲で何が起きている

のか理解できない時間を過ごしてきたために、周

りの状況を理解しながら物事を進めたり、自分の

意見を述べることができない学生が多い。大学な

どの高等教育機関に入学し、情報保障の存在を知

っても、自分たち聴覚障害学生にとって必要な支

援内容をどのように訴えていけばいいのかわか

らなかったり、支援をしてくれる人たちに遠慮し

て要望をなかなか言い出せずに諦めてきた聴覚

障害学生もいるだろう。 
教育機関に聴覚障害学生に情報保障をつける

義務が課されているアメリカでは、聴覚障害学生

は、大学に入るまでのインテグレーション期間で

情報保障を受けて学んだ経験を持っている。その

ため、情報保障を提供する側の意識だけではなく

支援を受ける側の聴覚障害学生の意識も高い。 
アメリカの、聴覚障害学生への支援の一環とし

ての聴覚障害学生の主体的な参加をめざす取り

組みを紹介する。 
 
2. 聴覚障害をもつ学生が集団を作ること 
(1) SLT（学生生活チーム：Student Life Team） 

RIT/NTID では 1000 人以上の聴覚障害学生が
在籍している。SLTは NTIDにおいて、学生生活
を支援する組織であり、数人の聴覚障害者がスタ

ッフとして勤務している。 

 
(2) SLTの目的 

NTID もとい RIT に入学する聴覚障害学生の
80%は通常の学校出身者である。通常の学校出身
者には、それまでの通常の学校の生活の中での学

生活動に、主体的に参加する経験が乏しかった学

生が多い。聾学校出身者と一般の学校出身者の聞

こえない学生同士での交流も、聴覚障害をもつ自

分を見つめなおす機会となる。 
SLT は、聴覚障害をもつ学生同士での場を提
供・バックアップし、彼らの連帯力・主張力を引

き出すのが目的としている。 
① 聞こえない学生同士でのそれまでの経験の

共有と追体験 
② 主体的に関わる体験をする 
• 体験的プログラム：サマーキャンプ、アルバ

イト 
• 聴覚障害学生中心の学生組織に所属するこ

と 
 
3. 学生の「自己決定」 
ニューヨーク市内の大学で、視察した大学は以

下の３校である。 
• ニューヨーク大学（以降、NYU） 
• ラガーディア市民大学 
• ハンター市民大学 

 
(1) 情報保障は自分で選ぶ 

NYU では、最終的には聴覚障害学生が手話通

訳を選ぶことができる。聴覚障害学生の支援を行

う組織のスタッフ（コーディネーター）が手話通

訳を見つけてくるが、その複数の手話通訳者たち

のなかから選ぶのは聴覚障害学生である。 
たいていの場合において、手話通訳者より受講

する学生のほうがその講義内容分野において深
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い知識を持っている。この状況下で、情報保障で

伝えられた情報に納得・満足できないという事態

がおきることもある。手話通訳者を聴覚障害学生

自身が選ぶことによって、そのような事態をさけ

ることができる。 
 
(2) 情報保障の過程を大学側と共有する 
 聴覚障害をもつ学生への支援を行うにあたっ

て、大学側の資金だけでは金銭的に立ち行かない

場合がある。 
 NYUでは、大学内の障害学生支援センターは、
聴覚障害学生に情報保障の資金がいくらかを伝

えている。支援に関する現状を聴覚障害学生に伝

え、情報保障の実現のために、金銭的な問題の解

決に向けてお互いに協力をしようということで

ある。 
大学で学ぶ聴覚障害学生に理解があり、資金援

助をしてくれそうな見込みのある企業のリスト

を聴覚障害学生に教える。いくつかピックアップ

した企業のリストから、聴覚障害学生本人が選び、

直接礼状やメールで依頼させる。依頼する企業の

数、依頼をする、しないは本人に一任する。企業

からの資金は一年ごとにまとめて受給される。年

度末に聴覚障害学生が、資金援助をしてくれた企

業へ一年間の学業報告をかねた手紙を書き、翌年

度の合わせて申請をする。その申請を受けて、そ

の企業がまた資金を寄付するという形である。寄

付金のうち実費を引いた残りは学生の奨学金に

回される。 
 
(3) アウトリッチ・プログラム 
 ハンター大学で行っている聴覚障害学生支援

のプログラムの一つにアウトリッチ・プログラム

がある。アウトリッチプログラムとは、自分の障

害を表さない学生が、自分の障害について自分か

ら話すことができるようにするプログラムであ

る。障害支援内容と支援センターの場所などを手

紙で知らせる。また大学に在籍している同じ聴覚

障害をもつ学生の人数を伝え、その学生が感じて

いるであろう孤独感を解消しようと努める。 
 
 

4. 支援を行うときの視点 
(1) 大学側の認識 
 視察で見てきた大学にすべて共通していたの

は、以下の点である。 

 聴覚障害学生が希望するコマに、希望する情
報保障手段をつける。 

 聴覚障害学生に関わっていくということは、
ただ単に手話通訳などのサービスを行うだ

けではなく、その背景にある文化的なことも

踏まえてあたる。 
 
(2) 聴覚障害についての理解 
できるだけ質の高い情報保障を提供できるか

どうかには、聴覚障害学生が持つ背景を把握す

ることも、支援を行う上で大事なことである。 
たとえば手話の読み取りが苦手で要約筆記に

よる情報保障を望む学生や、ろう学校で学んだ

期間が長く手話で日常的に会話していたため

に手話通訳を望む学生など、学生の要望がそれ

までどのような教育を受けてきたのかに深く

関わっていることが多い。コーディネーターは

聴覚障害についての知識をもつ必要がある。 
 
(3) 学生の要望 
聴覚障害学生への支援が進んでいるアメリ

カで、支援の歴史が長い大学であっても、当然

のことだが、聴覚障害学生からは支援について

要望が出される。たとえば「手話通訳者が足り

ない」「手話通訳者の質の向上を」「情報保障の

スケジュールに柔軟性を」などである。 
 
5. まとめ 
日本では、情報保障を受けた経験がないまま大

学に入学してくる学生が大部分のために、聴覚障

害学生に主体的な参加を求めることは難しい。 
情報保障の有無ではなく、それを前提として、

その上で質の高い支援ができるように取り組む

必要がある。絶えず、聴覚障害学生の意見や要

望を聞き、フィードバックして支援の質を高め

ていくことが聴覚障害学生の主体的な取り組み

を引き出すことにつながるのではないだろうか。 
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将来への展望：第 2回聴覚障害学生高等教育支援アメリカ視察を振り返って 

 
日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）事務局 

筑波技術短期大学障害者高等教育センター 
白澤 麻弓 

 
1．視察全体を通して 
①手話通訳がつくのが当たり前という環境 
文字がいい人には文字通訳を（CARTか C-Printかという選択） 
記録が必要な人にはノートテイクを 
→ノートテイクの充実はあくまでも通過点。手話通訳、パソコン通訳など情報がきちんと

保障される状態を 
②困ったときに相談できる体制 
 CUNY、コーディネーターグループの存在 
 NETACによる支援体制 
→相談環境があることで支援体制は向上する。近隣の大学間でネットワーク・大学間相互

支援の構築を 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 聴覚障害学生支援体制構築の各段階 

なし 学生組織 事務(単独)
障害学生

支援委員会
障害学生

支援センター
アウトリーチ
センター

リソース
センター

本人 学生組織 職員(兼務)
障害学生

支援委員会
専任スタッフ

専任スタッフ
（手話）

聴覚障害学生
支援専任スタッ

フ（手話）

友人に
よる援助

サークル員に
よる援助

公募学生
による保障

すべての講義に
公的保障

選択肢増加
自由・複数選択
可能な環境

専門技術化

なし 交通費 学内バイト 正規通訳料 登録通訳
登録通訳
(待遇)

非常勤
スタッフ

常勤スタッフ
常勤スタッフ

（待遇）

なし 学生組織 単発講座 継続的講座 授業開講 専門コース
資格取得
コース

懇談会
講義保障以外
のサービス提供

他大学との
連携

学外への
サービス提供

窓口の形態

手話通訳

パソコン通訳

音声認識通訳

ノートテイク ノート記録

その他

オリエンテーション

カウンセリング

チュータリング

その他

サービス
コーディネート

講義保障形態

情報保障者の
身分保障

情報保障者の
養成

その他

サポートなし
本人の努力

インフォーマル
サポート

学内支援体制
充実

地域中核
大学化

フォーマルサ
ポートの萌芽

公的保障の
実現

地域連携体制
構築
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NETACの概要 
 
１．NETAC設立とその背景   

PEPNet の４つの地域センターのうち、北東部地域をカバーしているのが NETAC（Northeast Technical 
Assistance Center）。 

1996年、アメリカ連邦政府が PEPNetプロジェクトを始めることを決定し、４つの地域にわけて事業を展開
することを提案した。当初４つの地域は完全に独立したものとして考えられていたが、各地域の代表者が集まり

協議した結果、役割分担をして共同作業することを決定。ここでPEPNetという名前がつけられた。そして北東
部地域の拠点校として選ばれたのがNTID。NTIDを拠点とした地域センター”NETAC”のプログラムが始まった。 
他の３つの地域センター（MCPO、EROCC、PEC）はPEPNet成立以前から存在し、ある程度のサービスを
していたが、1990年に制定されたADA法以前に資金援助を伴う方法を実施してきた経歴があるため、リソース
を通した援助を行うというPEPNetのサポート方法とあわず混乱していた。 

NETACは他の地域のサポート体制を分析し、PEPNetの方針をもとに自分の地域にあった体系を作ることが
できた。 
現在、NETACのセンターオフィスはNTID内に設置されている。NETACは、各州の中核になりうる大学や
リハビリテーションセンター内にNETACサイトと呼ばれるサービス拠点を置き、州内のサポートサービスに関
する相談に応じたり、ワークショップを開催するなどのサービスを提供している。 

 
◇◇◇◇1996年PEPNetプロジェクトが始まった経緯◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

1973年 リハビリテーション法504制定（教育機関における障害児者の差別禁止） 
障害学生サービスを提供する大学に対し、連邦政府が助成金を払うことに。 

 1990年 ADA法制定 
      障害者サービスについて、従来の政府助成に頼るのではなく、各大学の責任で提供する 

という形に方向転換。学内に向けての助成は打ち切りとなり、代わりにアウトリーチを行うところに

助成することに。 
 1996年 PEPNetプロジェクト開始。 
      ４つの地域センターにて、独自の活動が行われるように。 

PEPNet全体としての動きについては、それぞれの地域に役割が分担されている。 
       NETAC：ニーズアセスメント・評価、PR担当 
       WROCC：リソースセンター立ち上げ 
       MCPO：ホームページの立ち上げ、SCS研修の実施 
        PEC：PEPNet全米大会の実施、 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 
２．NETACセンターオフィスの概要 
①スタッフ  

NETACセンターオフィスには、現在５名のフルタイム、数名のパートタイムスタッフがいる。 
・ディレクタ：マネージメント担当 
・プロジェクトディレクタ：コーディネート 
・プロジェクトアシスタント：プロジェクトディレクタの補佐 
・技術スタッフ：データベース構築 
・プロジェクトアソシエート：ニュースレターの発行など 
・スタッフアシスタント：事務関連、会計 
・C-print（２名）：アウトリーチトレーニングの補佐 
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② 予算 
PEPNetの各地域センターの運営や各サイトの活動にかかる費用は、すべて４つの地域センターに投じら
れた連邦政府からの補助金によって成り立っている。各センター年間１００万ドル（約１億２０００万円）、

全体で４００万ドル（約４億８０００万円）にも上る。PEPNet全体のための予算は、各地域センターが連
邦政府の補助金から５０００ドル（約６０万円）ずつ出し合って必要経費をまかなっている。 

NETACの場合は、予算の半額をサイトコーディネーターの給与支払に用いる。各サイトによってプログ
ラムや大学数、給与の支払方法、身分保障の状況が異なるため、支払う料金も変えている。 
その他に、消耗品やプロジェクト遂行費にあて、残りの予算をセンター運営費に使用している。 
現在は政府の補助金に頼っているが、補助が終わる２００６年以降の資金確保については大きな課題とな

っている。 
 

３．現在のサービスの内容 
  

サービス内容 概要 
コンサルテーション 聴覚障害学生に対するサポートを考えている大学に対しアセスメント

を行い、サポート体制整備につなげるための情報提供、通訳者紹介、カ

ウンセリング等を行う。 
インサービストレーニング NETAC パッケージの作成→サイトコーディネーターに対し指導→コ

ーディネーターが他機関に指導 
通訳者養成ワークショップ、トランジッションプログラム、教職員のた

めの障害理解FD、サービスコーディネーター養成プログラムなどの実
施。 

プログラム・教材・資料の提供 NETACにあるマテリアルの中から、各大学の状況に応じたものを紹介
する。 
例）Tipシート 
  オンラインノートテイカートレーニング 
  Make a difference（教員のためのガイドラインビデオ） 
各種テンプレート 

  Achieving goals（職業現場で働くろう者のメッセージ） 
  C-printオンライントレーニング 
  Starting off on the right foot（トランジッションプログラム） 

各種相談への対応 通訳サービスや聴覚障害学生サポートに関する問い合わせに対する情

報提供。（年間約９００件） 

テクニカルサポート さまざまなサービスやプログラムを学生に提供するためのノウハウを

伝える。 
プログラムの開発 
教材、資料の作成 

オンライントレーニングプログラム、トランジッションプログラムの開

発。教職員啓発のための資料、聴覚障害学生のエンパワメントのための

ビデオ教材の作成。 
サイトコーディネーター・サー

ビス提供者対象の情報発信 
ニュースレターの発行。メーリングリストの運営等。 
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1

PEPNet、NETACについて
の基礎知識

宮城県・仙台市聴覚障害学生

情報保障支援センター

代表 松崎 丈

1. PEPNet設立に至るまでの背景
(1) リハビリテーション504条 (The Section 504 of the Rehabilitation)

１９７３年制定 連邦政府からの財政的支援を受ける機関が対象

米国教育省 巨額の補助金を提供

「高等教育における障害者差別の禁止に関する施行規則」

カリフォルニア大学 1980～1990 52名→139名

(2) 障害を持つアメリカ人法 (ADA: Americans with Disabilities Act)

１９９０年制定 財政面が行政主導から教育機関主導へ

各大学に支援サービスの運営が混乱・低下

1. PEPNet設立に至るまでの背景
(3) PEPNet (Postsecondary Education Program Network)プロジェクト

１９９６年発足

米国教育省

・ ５年間契約 現在第二期目後半

・ 学内支援からアウトリーチプログラムを重視

・ 各地域にセンター的な役割を果たす大学（１校）を選出

・ 地域別に独立して支援サービスを展開

2. PEPNet の組織体制

拠点校

連邦政府

PEPNetPEPNet全体全体

サイト

WROCC
MCPO NETAC

PEC

拠点校

３.各地域センターの役割
PEPNet全体としての動き

NETAC： ニーズアセスメント・評価、PR担当

WROCC： リソースセンター立ち上げ

MCPO： ホームページの立ち上げ、SCS研修の実施

PEC： PEPNet全米大会の実施
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2

連邦政府

PEPNet
WROCC

MCPO NETAC
PEC

拠点校

年間100万ドル

４. PEPNet, NETACの予算

① PEPNet プロジェクト全体の必要経費 年間5,000ドル

② サイトコーディネーター 年間50万ドル

③地域センター運営費 (スタッフ報酬等) 残りの予算

年間5,000ドル

５. NETAC センターオフィススタッフ
５名のフルタイムスタッフ＆数名のパートタイムスタッフ

・ディレクタ：マネージメント担当

・プロジェクトディレクタ：コーディネート

・プロジェクトアシスタント：プロジェクトディレクタの補佐

・技術スタッフ：データベース構築

・プロジェクトアソシエート：ニュースレターの発行など

・スタッフアシスタント：事務関連、会計

・C-print（２名）：アウトリーチトレーニングの補佐

６. NETAC の支援サービス
• コンサルテーション

• インサービストレーニング

•プログラム・教材・資料の提供

•各種相談への対応

• テクニカルサポート
•プログラムの開発／教材、資料の作成

•サイトコーディネータ・サービス提供者への情報発信

49

Shirasawa
長方形



50



51



52



53



Faculty Development 
PEN-International/NETAC/NTID 

13-23 March 2005 

 

 Sunday 
13 

March 

Monday 
14 March 

Tuesday 
15 March 

Wednesday 
16 March 

Thursday 
17 March 

Friday 
18 March 

Saturday
19 

March 

Sunday
20 

March 

Monday 
21 March 

Tuesday 
22 March 

Wednesday 
23 March 

7:00  Hotel shuttle to 
PEN 

         

7:30  Welcome 
Breakfast & 

PEN overview 

Breakfast  
@ 

Hotel 

Breakfast  
@ 

Hotel 

Breakfast  
@ 

Hotel 

      

8:00  PEN-Int’l 
Training Room 

Hotel shuttle 
to Bldg. 12 

        

8:30  Jim DeCaro 
Bill Clymer 

NTID 
Support 
Depts. 

 

 Hotel 
shuttle to 

LBJ 

     Depart for JFK 

9:00  NETAC/PEPNet  
Discussions 

Pat 
Rahalewicz 
Jim Biser 

  
C-Print 

Technology
Pam 

Francis 

      

9:30     LBJ 2590       
10:00  LBJ 2590 Bldg. 12 

Room 1115  
 

Hotel shuttle to LBJ Interpreter 
Training 

New York 
University

  LaGuardia 
Community 

College  

Hunter  
College 

 

10:30  Pat Billies, 
 Jane Nunes, 
Desiree Duda 

 
 

Employment 
Acquisition Services

 

Rico 
Peterson 
LBJ 2590 

  
“ON 

YOUR 
OWN” 

    

11:00  (NETAC) 
Denise Kavin 

 NTID Center on 
Employment 

 Orientation 
and Tour 

  Orientation 
and Tour 

Orientation 
and Tour 

 

11:30  (PEN-Int’l)  LBJ 2590   New 
York City 

Tours 

   Depart for Narita

12:00  Lunch break Lunch Lunch Lunch      NW 017 
12:30  Dining Commons Dining 

Commons 
Dining Comons Dining 

Commons 
   Lunch Lunch (11:50) 

1:00    NTID 
Counseling/Advising 

Services 

 Lunch      

1:30   Access 
Services 

        

2:00 Arrive 
JFK 

NW018 
(1:55) 

Continued 
Discussions 

Steve 
Nelson 

 
LBJ 2590 

 

Robb Adams 
Anne Van Ginkel 

LBJ 2590 

  
Adjourn 

 
 

 
Business 
Meeting 
w/ Jim 
DeCaro 

 
Discussions 

 
Discussions

 

2:30    
 

        

3:00  Wrap-up       Adjourn   
3:30  Shuttle to hotel  

from LBJ lobby 
Teaching 
ASL to 
Interp. 

Students 
Leslie Greer 

LBJ 2590 

Student Life 
Programming 

 
Ellie Rosenfield 

Shuttle to 
hotel  

    
 

Student 
Panel  
E-501 

Adjourn  

4:00   Teaching 
Interpreting 

LBJ 2590        

4:30   Richard 
Smith,Lynn 

Finton 
LBJ 2590 

Shuttle to hotel from 
LBJ lobby 

Depart for 
airport 

(RSE bus) 

      

5:00 Depart 
JFK 

JB 38 
(5:20) 

 Hotel shuttle 
to hotel from 

LBJ lobby 

     Dinner/Pizza 
Party 

  

5:30   RSE bus to 
DeCaro’s 

        

6:00 Arrive 
ROC  
(6:25) 
RSE 

bus to 
hotel 

 Dinner at 
DeCaro’s 

Home 

        

7:00     Depart 
ROC 

JB 33 (7:15)
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サポーター（賛助会員）募集！ 
 
当センターでは、１９８４年（旧名称・関東学生情報保障者派遣委員会）発足以来、多

くの聴覚障害学生の情報保障に従事してきました。また、近年、大学内でのノートテイ

カー養成講座の開催、また地域要約筆記サークルや手話サークルと大学のネットワーク

作りなどのような、大学内のサポートシステム作りを支援する活動にも積極的に取り組

んできました。しかし、こうした大学と聴覚障害学生に対するサービスの提供や、相談

には多額の費用がかかり、財政的にはとても苦しい状況にあります。例えば、サポート

の一環である面談相談の場合、当センターでは、ろう相談員とコーディネート担当者に

対する最低限の身分保障として交通費を、また、その場に同席する通訳者には交通費を

含めた謝金を支払っています。また、通常サポートを行う場合、一つの大学に２～４回

伺うことが必要となりますので、年間、６件のサポート依頼を受けたとしても 
［ 交通費平均 1,000円 × 2名 ＋ 通訳謝金 3,000円 ］× 3回 × ６件 

                  ＝最低９０，０００円 
の費用がかかってしまうのです。 
現在、これらの資金は全てサポーターの方々からの会費、及び寄付・助成金で成り立

っています。聴覚障害学生のサポートシステム作りを実践するためには、この活動を資

金面で支えていただくサポーターの方が必要不可欠なのです。なにとぞご協力のほど宜

しくお願いします。 
 

 
１、賛助会員会費   年間  ４，０００円（１口） 

   ２、申し込み   郵便局にて下記の口座にお振込み下さい。 
口座番号  ００１１０－９－４８０８０６ 

加入者名  関東聴覚障害学生サポートセンター 
 
 
『賛助会員の声』 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

ささやかな支援 
相模原市 平野 勉氏 （７３歳） 

私自身も聴覚障害者である。９６年４月某大学の通信課程入学に際し、最初

のスクーリング２科目に当センターから A さん、O さんを派遣していただき、
無事に受講できた。その感謝の意として、また、様々な目標を持って学習にい

そしむ若い聴障学生さんたちの一助になるならばという思いもあって、形ばか

りの賛助会員を続けてきた。 
 余談だが、自分の学習は（みっともない話だが）派遣を受けて以来８年を経

たのに未だに卒業できず、ノートの支援をして下さった大勢の方々のご好意に

応えられずいる。卒業する学友たちを見るにつけ、もうひと踏張りせねばなら

ぬと思うこの頃である。 
ともあれ、大学で学ぶ聴障の若者達のために、ノート支援の輪が広がりを切

望したい。学習の体験から得たものが、いつかは社会に役立つ果実として還元

されると思うからである。 
 

       関東聴覚障害学生サポートセンター 会計担当 
         阿部 （FAX03‐6761‐8810） 
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